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１．設置の趣旨及び必要性                  

 

（１）看護学部設置の趣旨 

 

①建学の精神、本学の目的の具現化を目ざし、社会に貢献する看護職の養成を目ざす 

本学の目的は次のとおりである。 

 

     本学は、教育基本法並びに学校教育法に基づくとともに、本学の建学の精神である「常に真理を   

    追究し、友情を培い、広く社会に貢献する人間形成を目的とする」を踏まえ、学術の中心として、    

    広く知識を授けるとともに、深く専門の学術を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開さ   

    せ新しい時代に即応して国際的な広い視野と深い識見を有し、強い実行力を具えた人材を育成する 

ことを目的とする。（秀明大学学則第1条） 

 

本学は開学以来、この建学の精神と目的の具現化を目ざし、幅広い教養と専門知識、優れた技

能と豊かな人間性を兼ね備え、社会で活躍する人材の養成に努めてきた。本学の特色は「教養教

育」「実学教育」「英語教育」であり、現在は、学校教師学部、総合経営学部、英語情報マネジメ

ント学部、観光ビジネス学部の4つの学部において、それぞれ学校教育、ビジネス社会、観光業

界で活躍する職業人を育成している。 

このたび千葉県八千代市大学町一丁目1番地1号の本学キャンパス内に校舎を新築し、平成29

年4月をもって看護学部を新設しようとするのは、この本学の建学の精神、目的の具現化を目ざ

し、現在わが国で急務とされている看護分野で活躍する人材を養成して社会的使命を果たそうと

するものである。 

 

②設置しようとする看護学部の教育上の目的 

看護学部看護学科は、生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性を身につけ、

科学的根拠に基づいた質の高い看護実践能力、グローバル社会で活躍できる英語力と国際感覚、

医療現場におけるＩＴスキルと看護に必要な情報の活用能力、主体的な学修態度と自己研鑽の力

を修得し、看護職として将来にわたって地域社会の保健・医療・福祉に貢献できる看護師、保健

師の育成を目的とする。 

 

③養成する人材像 

この目的を踏まえて養成するのは、次の1～5の人材像を全て満たす人材である。 

 

1．ナイチンゲール・スピリッツに基づく看護の知・技・心が調和した人 

①生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性の涵養、倫理的感受性のある人 

②人間の健康と疾病に関する科学的根拠に基づいた最新の知識を修得し、看護の基盤となる

知識のある人 

③看護学の最新の知識と技術の修得により科学的根拠に基づいた看護実践能力を備えた人 

2．グローバル社会で活躍する英語力と国際感覚を持った人（イギリス研修） 

 ①変化する時代のニーズに対応できる、グルーバルな広い視野を持つ人 

 ②看護職に必要な英語力を持つ人 

3．ITスキルを獲得し、医療現場における看護に必要な情報を的確に活用できる人 

4．主体的な学修態度を身につけ、知識や技術の統合力、問題解決能力や創造力などを磨いて、

生涯を通じて自己研鑽に励み、質の高い看護を実践できる人 

5．地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専門職と連携・協働し、看護の専門性を発揮でき

る人 
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④教育研究上の具体的な到達目標、学生に修得させる資質・能力等 

  看護職という職業人を養成するという学部の目的から、具体的な教育研究上の到達目標は、学

生に看護職に必要な資質・能力を修得させることである。 

その資質・能力の主なものは、「③養成する人材像」の中で示した次の資質・能力である。 

    １．幅広い教養と豊かな人間性、倫理的感受性 

    ２．人間の健康と疾病に関する科学的根拠に基づいた看護の基盤となる最新の知識 

 ３．看護学の最新の知識と技術の修得による科学的根拠に基づいた看護実践能力 

 ４．変化する時代のニーズに対応できるグローバルな広い視野と看護職に必要な英語力 

 ５．ITスキルと医療現場における看護に必要な情報を的確に活用する力 

６．主体的な学修と生涯自己研鑽に励む態度、知識や技術の統合力、問題解決能力や創造力

など、質の高い看護を実践する力 

７．地域の医療専門職と連携・協働し、看護の専門性を発揮する力 

 

     なお、これらの目標を設定するにあたっては、大学における看護系人材養成の在り方に関する

検討会の「大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会最終報告（平成23年3月11日、

大学における看護系人材養成の在り方に関する検討会）」【資料1】を参考とした。    

  

  ⑤組織として研究対象とする中心的な学問分野 

   本学部が研究対象とする中心的な学問分野は看護学である。前述の「大学における看護系人材

養成の在り方に関する検討会最終報告」p2～p3にあるとおり、大学は、医学、心理学、社会学、

哲学等の学際的な知識を基盤とする独自の学問領域として「看護学」の発展を目指し、そのもと

に看護師養成に特化した教育内容を併せて体系的に教授することにより、幅広い専門知識と研究

能力を備えた看護の実践者、研究者、教育者を養成して医療・看護の発展に貢献してきた。 

また、学士課程教育において重視されている教養教育では、専門分野の枠を越えて共通に求め

られる知識や思考法等の知的な技法の獲得のほか、人間としての在り方や生き方に関する深い洞

察、現実を正しく理解する力の涵養に努めることが期待されている。人の支援に関わる看護系人

材の養成においては、まさにこの教養教育の充実が不可欠である。（「大学における看護系人材養

成の在り方に関する検討会最終報告」p7） 

以上のことを踏まえ、本学部では学士課程教育において重視されている教養教育ならびに指定

規則に基づく「看護師教育」との調和を図りながら、看護学を中心的な研究学問分野と位置付け

ていく。 

     

（２）設置の必要性…看護職需要の動向と社会的要請 

   

①全国における需要 

医療の高度化が進む中で医療社会における問題は急激な高齢化に留まらず、対応すべき疾病も

複雑に構造化している。このような時代背景において医療・看護・福祉の分野を超えた地域包括

ケアシステムという新たな医療の構造変革が大いに望まれているが、患者に対するケアの中核的

な役割をなす医師・看護師は不足しており、看護師の養成は大きな課題となっている。 

厚生労働省の「第1回看護職員需給見通しに関する検討会 資料4-2第七次看護職員需給見通

しと現状について」のp3「第七次期間の看護職員需給見通しと就業者数」【資料2】における平成

25年度の需要人数見通しは1,597,800人である。それに対して公益社団法人日本看護協会出版会

編集の『平成26年 看護関係統計資料集』の「Ⅰ．就業状況－１．就業者数（１）総数」【資料

3】によれば、平成25年度末の看護職員の就業者総数は1,571,647人であり、26,153人も不足し

ていることがわかる。 

また、厚生労働省のホームページ「看護職員確保対策」【資料4】によれば、税・社会保障一体
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改革における推計において団塊の世代が後期高齢者となる平成 37 年には看護職員は 196 万人～

206万人必要であり、就業者数は年間平均3万人程度増加しているものの、このペースで今後増

加しても平成37年には3万人～13万人の看護職員が不足すると予想されており、我が国におけ

る看護師養成のニーズは今後も引き続き高い状況が続くと考えられている。 

 

             看護職員の需要と就業者数の関係 

 平成25年度 平成37年度 

需要（予想） 1,597,800人 196万人～206万人 

看護職就業者数 1,571,647人 193万人 

不足  ▲26,153人 ▲3万人～▲13万人 

     ＊【資料2】、【資料3】、【資料4】をもとに作成 

 

 こうした状況のなか、公益社団法人日本看護協会が平成26年5月に文部科学省へ提出した「看

護職の人材養成に関する要望書」【資料5】においても、大学における看護師養成の拡充を要望し

ており、このたびの看護学部開設はこうした社会的要請に応えようとするものである。 

 

＜参考資料＞ 

【資料2】第1回 看護職員需給見通しに関する検討会（資料） 

厚生労働省 平成26年12月1日 

資料4-2 第七次看護職員需給見通しと現状について 

      p.3第七次期間の看護職員需給見通しと就業者数  

 

【資料3】公益社団法人日本看護協会出版会編集『平成26年 看護関係統計資料集』 

「Ⅰ．就業状況－１．就業者数（１）総数」 

https://www.nurse.or.jp/home/publication/toukei/pdf/toukei04-2015.pdf 

 

【資料4】厚生労働省ホームページ「看護職員確保対策」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000095525.html 

   

   【資料5】公益社団法人日本看護協会「看護職の人材養成に関する要望書」平成26年5月8日 

 

 

②千葉県内における需要 

厚生労働省の「平成26年衛生行政報告例（就業医療関係者）」【資料6】p.5～p.6によると、

人口10万人に対する就業保健師数において千葉県は29.9人と全国ワースト6位である。ま

た、人口10万人に対する就業看護師数も千葉県は625.1人と全国ワースト2位となっている。 

さらに千葉県における看護師の不足を考えるうえで重要となるのが高齢者人口の増加率であ

る。「医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成26年10月）」【資料7】p.1～p.2によ

れば、平成22年から平成27年までの高齢者人口の増加率は全国で2番目と非常に高いレベル

にあり、平成37年には65歳以上の高齢化率は30％、平成52年には36.5％にもなると見込ま

れる。さらに千葉県の特徴として昭和40年から50年にかけて団塊の世代の影響を受けて急激

な人口増加があったため、この世代が平成37年から75歳以上の後期高齢者となる状況を迎え

ることになる。このため平成22年には約56万人だった後期高齢者は平成37年には約108万

人と、50万人以上増加することが予想されている。 
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このような高齢化の進行に伴い、千葉県の入院患者数は平成22年の約4.5万人から平成37

年には約6.0万人、さらには平成42年にかけて増加し続けるものと推測される。 

また、外来患者数（歯科を除く）は、平成22年の約23.8万人から平成37年には26.2万人

になると見込まれている。このように今後急加速する高齢化また医療需要に対応し、将来にわた

り適切な医療体制を築くためには看護職員の確保が重要な課題となっている。 

千葉県の「千葉県医師・看護職員長期需要調査」【資料8】では、供給看護職員数を平均増加

数によるものと、5歳階級毎の在職率を用いたコホート要因による2通りの方法で推計してい

る。それによると、平成37年の供給看護職員数は、平均増加数による推計では64,090人、コ

ホート要因法では63,960人に増加すると推計している（【資料8】p.3/5）。それに対して、平成

37年における看護職員の必要数は【低位推計】68,620人【中位推計】78,160人【高位推計】

79,110人となっている。すなわち、平成37年には下表のように平均増加数による推計、コホー

ト要因法による推計のどちらも【低位推計】による必要数にすら達することはなく、看護職員は

4,530人～15,140人の幅で不足することが予想されている。 

このような状況から千葉県における看護職員の需要は高く、今後もその状況は長期にわたって

続くと考えている。 

 

    平成37年の千葉県における看護職員の需要と供給（推計）     （人） 

 
低位推計 中位推計 高位推計 

必要看護職員数 68,620 78,160 79,110 

供給看護職員数 

上段   平均増加法 

下段 コホート要因法 

64,090 

63,960 

64,090 

63,960 

64,090 

63,960 

不    足    数 

上段   平均増加法 

下段 コホート要因法 

▲4,530 

▲4,660 

▲14,070 

▲14,200 

▲15,020 

▲15,150 

     ＊【資料8】p.76 表37「全県の必要看護職員数および供給看護職員数」をもとに作成 

   

＜参考資料＞ 

【資料6】「平成26年衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況」 

p.5～p.6「（５）「都道府県別にみた人口10 万対就業看護師等数」 

厚生労働省 平成27年7月16日 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/eisei/14/ 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/eisei/14/dl/kekka1.pdf 

 

【資料7】「医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成26年度）」 

p.1「（１）計画の基本的な考え方」の「①現状の分析・課題」の「ア 高齢化に伴い増加

する医療需要」千葉県 平成26年10月 

 

【資料8】千葉県医師・看護職員長期需要調査の結果について 

     千葉県ホームページ https://www.pref.chiba.lg.jp/iryou/press/2014/chouki-juyou.html 

平成25年度千葉県委託事業 

千葉県医師・看護職員長期需要調査事業報告書（千葉県委託千葉大学 平成26年3月） 
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③東葛南部区域（２次医療圏）における需要 

千葉県は２次医療圏として千葉、東葛南部、東葛北部、印旛、香取海匝、山武長生夷隅、安房、

君津、市原との9の区域を設定している。本学の所属する東葛南部区域は市川市、船橋市、習志

野市、八千代市、鎌ヶ谷市、浦安市との6つの市から構成されている。この東葛南部区域は面積

253.84㎢と9つの区域の中で最も狭い区域であり、人口については1,714,639人と9つの区域の

中で最も多くの人口を有している。【資料9】 

その一方で東葛南部区域では大学病院、高機能病院、地域基幹病院が複数存在している。しか

しながら、人口当たりの一般病床偏差値は40で一般病床は少なく患者の流入、流出も多くなって

いる。また、75歳人口は2010年の12.4万人から2025年の26.6万人、2040年の27.9万人へと

著しく増加することが予想されており、その影響から2025年までに入院需要は47％の増大、外

来は14％と増大することが予想されている。これらは全国平均よりも高い伸びである。さらに、

介護需要も44％増大することが予想されるが、現状では介護保険ベッドは全国平均を下回ってい

る。【資料10】 

平成22年時点で人口10万人に対する全県平均値を比較したとき医師数、看護師数は共に少な

い。また、この区域は在宅医療の担い手が在宅医療支援診療所を除いて、比較的少ないという特

徴がある。このような状況において千葉県は、「医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平

成26年度）」を策定し、東葛南部区域の医療と介護の総合的な確保を目指している。これによっ

て今後東葛南部区域に医療施設ならびに医療・看護職員の需要が高くなり、本学における看護学

部設立のへ期待はさらに強まると考える。前出【資料7】p.13 

また、日本医師会のJMAP 地域医療情報システムによれば、人口10万人あたりの東葛南部医

療圏の看護師数は全国平均と比較し、245.86人も少なく、この地域の看護師が不足していること

は明らかである。【資料11】 

 

       東葛南部医療圏と全国の比較集計値（平成26年7月現在）       （人） 

職種別の人員数 職員数 人口10万人あたり人員数 

看護師 

東葛南部医療圏 東葛南部医療圏 全国平均 

7584.2 443.52 689.38 

【資料11】をもとに作成 （人口10万人あたりは、平成22年国勢調査総人口で計算） 

 

＜参考資料＞ 

【資料9】『地域医療ビジョン／地域医療計画 ガイドライン 実践編』～第２部 千葉県編～ 

表１ 千葉県における２次医療圏の構成p8 

東京大学公共政策大学院医療政策教育・研究ユニット 平成27年5月21日 

 

【資料10】日医総研 日医総研ワーキングペーパー 

【日本医師会総合政策研究機構 高橋泰, 江口成美】2014年8月6日 

http://www.jmari.med.or.jp/research/working/wr_553.html 

No.323 地域の医療提供体制の現状と将来 

―都道府県別・二次医療圏別データ集―- 千葉編 (2014 年度版) 

http://www.jmari.med.or.jp/download/wp323_data/12.pdf 

p.15～p.20「12-2.東葛南部医療圏」p.16 

 

【資料11】JMAP 地域医療情報システム 日本医師会 

千葉県 東葛南部医療圏 p.3 

http://jmap.jp/cities/detail/medical_area/1202 



6 

 

④八千代市における需要と本学に対する看護学部設置の要請 

 

八千代市における平成26年の看護師数（常勤換算）は974.4人であるが、人口10万人当たりの人員

数は513.43人と全国平均689.38人と比較して179.95人少なく、大幅に不足していることが分かる。 

【資料12】 

           八千代市と全国の比較集計値（平成26年7月現在）        （人） 

職種別の人員数 職員数 人口10万人あたり人員数 

看護師（常勤換算人数） 
八千代市 八千代市 全国平均 

974.4 513.43 689.38 

【資料12】p.3をもとに作成 

 

また、「八千代市高齢者保健福祉計画」【資料 13】p.10 によれば、八千代市の総人口は平成 26 年 10

月 1日現在193,861人であり、平成37年の推計値は199,355人と約3％の増加が予測されている。こ

れに対し 65 歳以上の高齢者数は平成 26 年の 45,025 人から平成 37 年の 51,900 人へと 15％の増加が

見込まれている。これまでも 65 歳以上の高齢者人口は、一貫して総人口の伸びを上回るペースで増加

し続けており、今後も高齢化率の上昇は続く。 

また、75 歳以上１千人あたりの看護師人員数（常勤換算人数）についても全国平均を約 17％下回っ

ており、八千代市における看護師の確保は緊急の課題となっている。 

 

八千代市と全国の比較集計値（平成26年7月現在）                    （人） 

職種別の人員数 職員数 75歳以上1千人あたり人員数 

看護師（常勤換算人数） 
八千代市 八千代市 全国平均 

232.41 15.92 19.12 

【資料12】p.4をもとに作成 

 

このような状況のもと、八千代市では平成 24 年 6 月 8 日「八千代市看護師等の養成および確保に関

するプロジェクト委員会」を設置し、看護師の養成および確保に関する方向性やその可能性など今後の

在り方について検討を始めた。プロジェクトでは市内の病院、有床診療所および診療所に対して看護師

等の現状アンケートを行っている。このアンケート中の市内の病院における看護職の採用及び在職状況

における常勤採用の病院の項目では募集数と採用数の差が平成22年では13人、平成23年では20人、

平成24年では8人といずれも下回っており、慢性的に看護師不足であることが見て取れる。【資料14】 

プロジェクト委員会はプロジェクト報告書に市内の医療機関全体に看護師を供給するための「看護供

給システム」を提案している。報告書ではこのシステムで最も重要なポイントを看護師養成施設として

おり、八千代市内の大学に看護学部を設置することを提案している。【資料15】  

これらの経過をへて平成 26 年 9 月 4 日、八千代市長およびそれに賛同する議員によって本学に対し

て看護学部設立の要望書が提出された。この要望書には本学に看護学部を設置するにあたって、八千代

市はもとより一般社団法人八千代市医師会、東京女子医科大学附属八千代医療センター、千葉県および

千葉県看護協会と連携を図り、これらの機関と一丸となって支援することが約束されている。【資料16】 

さらに平成27年6月19日には、本学を設置する学校法人秀明学園と千葉県八千代市、一般社団法人

八千代市医師会、東京女子医科大学附属八千代医療センターとの間で「八千代市看護師確保の相互連携・

協力システムに関する覚書」を締結した。【資料17】 

以上の状況から、八千代市における看護学部設置の必要性とともに本学が看護学部を設置することに

対する地域社会の要請も極めて高いことは明らかである。 

 



7 

 

⑤本学部における保健師養成の必要性について 

千葉県における保健師就業数は、全国のワースト 5位（平成 27年）であり、保健師数は少ない。保

健師の年齢構成別保健師就業者数を、平成20年末と平成26年末で比較すれば、保健師就業者の高齢化

が進展し、平成 26 年では 40 歳～60 歳代が増加している。また、千葉県では、統括保健師が少ない上

に、業務分担制と地区分担制の併用をしている自治体が多いことから、保健師活動は複雑で多岐にわた

るため業務の多様性がある。そのような状況の中で、本学のある習志野保健福祉センター管内（八千代

市、習志野市、鎌ヶ谷市）は、人口増が続いており、保健師活動の対象数が増加し、習志野保健福祉セ

ンター管内の保健師就業数を年次推移でみると、3自治体とも保健師就業数が増えている。 

 ・平成22年  習志野市  29人 

八千代市  32人 

鎌ヶ谷市  22人 

 ・平成27年  習志野市  41人 

八千代市  40人 

鎌ヶ谷市  23人 

一方、千葉県の就業場所別保健師数は、保健所及び市町村保健師が保健師全体の 82.3％に対し、事業

所で就業している保健師は 2.5％である。労働安全衛生法に基づく「ストレスチェック制度」が、平成

27年12月1日に施行されたことを受け、常時50人以上の労働者を使用する事業所にストレスチェッ

ク制度の実施義務が生じている。このストレスチェックの実施者の一人である保健師の需要が全国的に

急増しており、東葛南部地域は事業所も多い。乳幼児から青少年への一貫した保健対策充実のためには、

保育所～大学までの保育・教育機関と各自治体とのの密接な連携が不可欠である。学校看護とチームを

組んだ自治体の対策では保健師に期待が集まっており、子育て支援対策充実のために保健師の活用への

ニーズが高まっている。以上のように、自治体、産業、学校など、千葉県における保健師の需要は今後

も増えてくる可能性が高く、このニーズに応えるため、本学部でも保健師を養成することを目ざした。 

 なお、本学部の保健師課程の定員を 20 名としたのは、公衆衛生学実習Ⅱの受け入れ先となる千葉県

保健所の受け入れ条件によるものである。本学部設置をめざすにあたり公衆衛生学実習Ⅱの実習先とし

て県保健所での実習受け入れを千葉県医療整備課に要請したところ、受け入れは県内大学1校につき最

大20名までとの条件が示されたため、その最大数を保健師課程の定員としたものである。 

 

⑥本学が養成する保健師像 

平成25年3月に作成された「健康千葉21（第2次）」によれば、千葉県の総合目標は、①健康寿命

の延伸、②健康格差の実態解明と縮小である。【資料18】 

千葉県の高齢化率は、最も低い浦安市の 12.8％から最も高い御宿町の 40.8％までと市町村格差が大

きく、また、首都圏のベッドタウン 

として団塊の世代が多い東葛南部及び東葛北部は今後急速に高齢化が進むことが予想されるほか、死

因や生活習慣による罹患疾病においても地域格差が生じている。 

そのため、「千葉県保健師現任教育マニュアル」（平成22年作成）には、目ざす保健師の姿として、

以下の5項目が記載されている。【資料19】 

（1）個別の出会いから地域を感じ、意識できる保健師 

家庭訪問や健康相談等で出会った地域の住民や関係者との面接相談をとおしてその人個人

だけでなく、家族や生活を見る視点を持ち、地域の健康問題を意識できる。 

（2）県民ニーズを的確に把握し、地域診断等から健康問題を明確化できる保健師 

保健活動で直接出会った地域の住民や関係者の健康生活を望む生の声と、地域の統計データ

や実態調査等を関連づけて、現在明らかになっている健康問題だけでなく、将来予測される健

康問題をも明確にできる。 

（3）県民とともに健康なまちづくりへのビジョンを創生する保健師 

明確化された健康問題を地域の住民や関係者と共有し、健康なまちづくりのビジョンを協働

で作り出していくことができる。 
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（4）公共性を持ち、事業や施策の企画立案・運営・評価ができる保健師 

地域住民が健康で住みやすい地域をつくるために、その地域の特性に応じて、様々な健康問

題や様々な健康レベルに対応した保健事業を企画・運営・評価し、公共性を持った施策として

いくことができる。 

（5）専門性をもった的確な判断と行動力で積極的にチャレンジする力を持った保健師 

常に生活者の視点を持ち、個人、家族、近隣、地域を複合的にとらえ、生活と健康を関連づ

けるという保健師の専門性をもった的確な判断と行動力で、社会の情勢に応じた新たな課題に

チャレンジすることができる。 

これらを踏まえ、本学が養成しようとする保健師像は次のとおりである。 

（1）地域の健康課題の明確化と個人・家族・集団・組織への継続的支援ができる保健師 

（2）地域の健康増進力の向上及び健康危機管理への対応のために、多職種との協働･組織活動 がで

きる保健師 

（3）住民のニーズを基に、社会資源開発・システム化・施策化の創出ができる保健師 

（4）公共性及び専門的自律性をもって、継続的に質の向上を図ることができる保健師 

 

 

＜参考資料＞ 

【資料12】 JMAP 地域医療情報システム 日本医師会 

千葉県八千代市 

http://jmap.jp/cities/detail/city/12221  p.3 

 

【資料13】八千代市高齢者保健福祉計画（第7次老人保健福祉計画・第6期介護保険事業計画） 

「平成27年度～平成29年度」p.2、p.10 

八千代市健康福祉部 長寿支援課 健康づくり課 平成27年3月 

 

【資料14】 八千代市看護師等現状調査結果の集計(市内病院・有床診療所)   

八千代市看護師等の養成および確保に関するプロジェクト委員会  平成25年4月1日 

 

【資料15】八千代市看護師等の養成及び確保に関するプロジェクト委員会報告書 

八千代市看護師等の養成および確保に関するプロジェクト委員会 平成26年3月3日 

 

【資料16】要望書 [健 福 第 758号] 

八千代市長 秋葉就一 八千代市市議会議員31名 平成26年9月4日 

 

【資料17】八千代市看護師確保の相互連携・協力システムに関する覚書 平成27年6月19日 

 

【資料18】健康千葉21 計画策定の基本的考え方 「総合目標」 千葉県HP 

https://www.pref.chiba.lg.jp/kenzu/kenkouchiba21/documents/ 

5keikakusakuteinokihontekikangaekata.pdf 

 

【資料19】「千葉県保健師現任教育マニュアル」（平成22年作成） 千葉県HP 

https://www.pref.chiba.lg.jp/kenzu/hokenshi/documents/5.pdf 
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２．学部・学科等の特色 

本学は「常に真理を追究し、友情を培い、広く社会に貢献する人間形成を目的とする」という建学の

精神を踏まえ、「教養教育」、「実学教育」、「英語教育」という3つの特色を持ち、「学校教師学部」「総合

経営学部」「英語情報マネジメント学部」「観光ビジネス学部」の4学部を設置して幅広い教養と専門知

識、優れた技能と豊かな人間性を兼ね備え、社会で活躍する人材を養成している。 

【資料20】秀明大学総合案内2016 

この本学の建学の精神ならびに特色を踏まえ、わが国で急務とされている地域社会における保健・医

療・福祉に貢献できる看護職を育成するために、以下の特色を持った看護学部を設置する。 

 

（１）ナイチンゲール・スピリッツに基づく看護の知・技・心が調和した人材の育成 

フローレンス・ナイチンゲール（1820年〜1910年）は、病める人、苦しむ人を癒すために看護師と

なり、1854年～1856年の2年間、クリミア戦争に従軍した。この間、豊かな教養を踏まえ、兵士たち

の死亡の原因究明を統計学的に立証し、科学的根拠に基づいた看護を行い、兵士の死亡率を下げるなど

の功績を挙げている。その後、1860年に、ロンドンにナイチンゲール看護学校を設立して看護の科学的

基礎の教育を行い、看護師のリーダーの育成に力を注ぐなど、近代看護の礎を築いている。 

ナイチンゲールは「病人の看護と健康を守る看護」という著書（1893年）の中で、「看護師は自分の

仕事に三重の関心（Threefold interest）を持たなければならない。ひとつはその症例に対する理性的な

関心、そして、病人に対する（もっと強い）心のこもった関心、もうひとつは病人の世話と治療につい

ての技術的（実践的な）な関心である」と述べている。これは、人々の健康状態を知的に捉え（知）、病

んでいる人の心に思いを寄せ（心）、そのうえで世話や治療について技術的実践的な技を用いて看護を

することができる（技）という意味である。本学では、このようなナイチンゲールの看護理念をもとに

看護の「知・技・心」が調和した人材を育成する。そのために幅広い教養と豊かな人間性を涵養する教

養科目を提供し、専門教育で人間の健康と疾病に関する科学的根拠に基づいた最新の知識と看護の基盤

となる知識を修得させ、また、演習や実習を通して実践的な看護の技および病める人の心に寄り添う細

やかな配慮や倫理的感受性を養うことをめざしている。 

 本学の校訓は「知・技・心」である。「知力を充実させて、思考力・創造力をつける。」「身体を使って

技を鍛え、磨く。」「豊かな心と強い精神力を持つ」ことを重視し、「知・技・心」の調和のとれた人間形

成をめざしている。ナイチンゲールの行った看護教育は、まさにこの「知・技・心」の調和した看護師

の養成であり、本学の校訓と合致することから本学部がめざす看護教育の根幹に据えた。 

また本学は「知・技・心」の調和のとれた人間形成のために教養教育を重視し、全学共通の教養科目

を置いている。それは「日本近代史」「日本現代史」「世界近現代史」「思想史」「心理学」「法政治学」「経

済社会学」「国語表現法」「日本前近代史」「世界前近代史」「日本古典文学」「日本近代文学」「芸術史」

「地理学」「ヨーロッパ文化論」「アジア文化論」「イスラーム文化論」「自然科学史」「教養数学」「教養

統計学」「教養物理学」「教養化学」「教養生物学」「健康・スポーツ科学」の 24 科目である。設置しよ

うとする看護学部においてもこれらの科目を履修することができる。 

この教養教育を重視し、「知・技・心」の調和のとれた人材を養成しようとする本学の特色ある教育の

成果は、本学学校教師学部の教員就職率の高さに現れている。文部科学省が平成28 年 1 月に発表した

調査結果によれば、平成27年度の国立教員養成大学・学部44校において全国第１位となった和歌山大

学の教員就職率は75.5％であったが、同年度における本学学校教師学部の教員就職率は87.9％であり、

それをはるかに上回る実績を挙げている。【資料21】「平成27年度教員就職率」 

看護師と同様、教員は単なる知識や技能だけでなく、豊かな教養に基づく人間性が求められており、

本学の特色ある教育は、社会的・地域的需要に応えうる質の高い看護職を養成する上で、盤石な教育的

基盤となる。 

本学部は、本学がこれまで行ってきた教養教育や知・技・心の調和のとれた人材の養成を目指してき

た実績を基盤として、ナイチンゲールのように幅広い教養に裏付けられた豊かな人間性と、科学的根拠

に基づいた優れた看護の技能を兼ね備え、看護の知・技・心が調和した人材を育成しようとするもので
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ある。 

本学の設置されている千葉県八千代市は、「快適な生活環境とやすらぎに満ちた都市」をめざし、超

高齢化社会を見据えて、地域の保健・医療・福祉を担うことのできる看護職の養成を重要な課題として

いる。このような地域の要請に応えるために、上記のような資質を備えた看護師を育成することが本学

看護学部の使命であると考える。特に入院期間の短縮化に伴い、医療施設ばかりでなく、地域の中で活

躍する看護職が求められている中で、人々の暮らしの中で真に必要とされている看護援助について、確

かな知識と人間性に裏付けられた判断力をもって判断し、他の専門職者と協力しながら優れた看護実践

能力を発揮することのできる看護師の育成は、この時代の社会的ニーズにも合致するものであると確信

している。 

 

（２）グローバル社会で活躍する英語力と国際感覚を持った人材の育成（イギリス研修） 

グローバル化する社会に対応して、グローバルな視野で人々の健康課題を理解し、看護を実践できる、

英語力と国際感覚を身につけた人材を養成する。 

①医療・看護の現場で必要となる英語力の涵養 

「看護英語基礎」「看護英会話」「看護英語リーディング」では、医療・看護現場で活用できる英会

話を含めた教育を行うとともに、イギリス研修を通して必要な英語力を持つ人材を養成する。 

②イギリス研修 

看護学部の学生は、2年次の7月下旬に2週間のイギリス研修を行う。国際化の進展に伴い、医

療現場でもグローバルマインドを備えた看護師の人材育成が急がれる中、近代看護学の発祥地です

でに多民族が共存しているイギリス社会を視察することは、将来看護師として活躍する学生にとっ

て貴重な体験となる。留学中は、実践的な英会話練習や近代看護教育の母フローレンス・ナイチン

ゲールや戦場の前線で活躍したメアリ・シーコールの人生記などを英文で読ませる学習や看護・医

療に関する資料館の訪問を通して知見を広げる。また、現地の病院を訪問し、イギリスの医療・看

護現場を見学する機会をもうける。1 週間のホームステイを設定し、異文化体験を通して交流を図

る機会を提供する。 

この研修は、日本を再考し日本人としての自覚を促すとともに、今後、我が国が直面する看護に

関する様々な状況に対応する上での示唆を与える契機となり、これから看護職に就く学生にとって

有意義な活動となる。 

③国際感覚を備えた人材育成 

「国際感覚」とは、国外の様々な文化や価値観を知り、自国内に限った観点ではなく、国際的な

観点からものを考えることのできる感覚である。英語を第一言語（母語）としている人口は約４億

人であるが、英語を第二言語としている人口は約 4億人、外国語として話す人口は約 8億人おり、

世界の人口67億人に対して16億の人々、世界の４人に1人が英語を使っている。わが国でも多様

な文化的背景を持っている外国人の患者・利用者が増え、諸外国で活躍する看護職も増えてきてお

り、「国際感覚」を持って看護を提供できる看護職が求められている。多様な文化的背景を持つ患

者・利用者のニーズに応えるためには、世界で最も話されている英語のスピーキング能力を強化し、

看護医療現場で通用するコミュニケーション能力を身に付けておく必要がある。このため、看護英

語基礎Ⅰ・Ⅱ、看護英会話基礎Ⅰ・Ⅱ、看護英語リーディングⅠ・Ⅱ、看護英会話中級Ⅰ・Ⅱの合

計８単位を必修として英語力を強化し、英語によるコミュニケーション能力を身に付けることとし

た。 

こうした技能としての実用的な英語力向上を図ることに加えて、海外の習慣や文化、価値観に関

心を持ち、これらを尊重する姿勢、また寛容で柔軟な物の考え方に基づき多面的に判断する資質の

育成を図るべく、必修科目である「総合教養演習Ⅰ～Ⅴ」の活動内容やチームワークによる演習を

通して、また、医療・看護現場で直面する可能性のある、文化背景の違いに起因する誤解や失敗な

どの事例を「看護英語リーディング」の指導を通して適宜取り上げ指導する。 

その上で、イギリス研修では実践的な英会話によってイギリスの文化や価値観を学び、現地病院

での医療現場の見学によって文化的背景の違いによる医療・看護の違いを学ぶ。 
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さらに、本学の国際交流センターと連携して、本学に在籍している留学生との活動に積極的に参

加させ、異文化交流の場を設けたり、八千代市国際交流協会等、国際交流を行っている組織と連携

し、海外からの看護研修生や在日外国人と交流する機会を設けるなど、学生が主体的に国際感覚を

身に付けることができる場を設ける。これらの教育、研修、交流等を通して国際感覚を磨き、グロ

ーバル社会で活躍することのできる人材を育成する。 

    

（３）医療現場における看護に必要な情報を的確に活用できる人材の育成 

ＩＴスキルを獲得し、医療現場における看護に必要な情報を的確に活用できる人材を育成する。

また、医療現場における看護に必要な情報を的確に活用できるために「コンピュータリテラシー」

「保健統計学」「看護情報論」などを修得することで、情報を的確に活用できる人材を育成する。 

 

（４）主体的な学修態度を身につけ、生涯を通じて自己研鑽し続ける人材の育成 

   看護の知識と技術を統合し、問題解決と新たな看護の創造につなげていく能力を高めるために「救

急看護学」「災害看護学」などスペシャリティーの高い看護専門科目を選択科目とし、様々な専門分

野の専門性について学修する。さらに、必修科目の「看護研究」では、看護の課題解決に必要な研

究方法を修得する。この専門性の追及と研究方法の修得を通して課題解決能力を高め、生涯を通じ

て主体的に自己研鑽し続けることのできる人材を養成する。 

 

（５）地域包括ケアシステムの中で連携・協働し、看護の専門性を発揮できる人材の育成 

地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専門職と連携・協働し、看護の専門性を発揮できるた

めに、「総合教養演習」では地域における多職種連携の必要性を理解し、必要な看護を実践できるた

めの演習を行う。「総合教養演習Ⅰ～Ⅴ」では、地域における多職種連携について１年次から 3 年

次まで、学修段階別に、継続的に多職種連携教育プログラムを実施する。また、「看護コミュニケー

ション」「家族看護論」や「公衆衛生看護学」を修得することで、地域での患者・利用者や多職種と

協働・連携するためのコミュニケーション能力、家族への支援能力を培い、公衆衛生看護学の基礎

を修得する。さらに、総合経営学部や観光ビジネス学部とも連携し、将来の起業・おもてなしの心

を含めて、地域包括ケアシステムで看護の専門性をさらに発揮できる創造力のある人材を育成する。 
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３．学部・学科等の名称及び学位の名称 

本学部の教育研究分野は「看護学」であり、学部学科の教育研究内容から学部、学科の名称は次

のとおりとする。 

 

学部の名称：看護学部（Faculty of Nursing） 

学科の名称：看護学科（Department of Nursing） 

 

   また、所定の単位を取得して卒業する者には「学士（看護学）」（Bachelor of Nursing）の学位を

授与する。 
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４．教育課程の編成の考え方及び特色 

 

（１）教育課程の編成方針（カリキュラムポリシー）  

  教育課程の編成方針は次のとおりである。 

 

１．生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性の涵養、高い倫理的感受性を 

高めるために多様な教養科目を【基礎分野】に置く。 

２．看護の対象としての人間の健康と疾病を科学的根拠に基づいて理解するために、人体の 

構造と機能、疾病の成り立ちと回復の促進について学ぶ科目を【専門基礎科目】に置く。 

３．看護学の最新の知識と技術を修得するために、各看護学分野の対象の特徴、看護の方法 

に関する科目を【専門分野Ⅰ】【専門分野Ⅱ】に置く。 

４．グローバル社会で活躍できる英語力、国際感覚を高めるための英語科目を【基礎分野】に 

置く。（イギリス研修を含む） 

５．医療現場における看護に必要な情報を的確に活用するために ITスキルを獲得できる科目 

 を【基礎分野】におく。 

６．身につけた知識や技術を統合し、問題解決と新たな看護の創造につなげていく能力や自 

己研鑽し続ける能力を育成するために、「救急看護学」「災害看護学」などのスペシャリテ 

ィーの高い科目を【統合分野】におく。 

７．地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専門職と連携・協働し、看護の専門性を発揮 

できるための公衆衛生学や保健医療福祉行政学などに関する科目を【専門基礎分野】の[健 

康科目]ならびに【保健師専門分野】におく。 

 

（２）教育課程編成の考え方と特色 

本学部の教育課程は、2013年（平成23年）の「大学における看護系人材養成のあり方に関する検

討会最終報告」を踏まえ、幅広い教養と豊かな人間性身につけ、看護職としての実践能力を高め、様々

な情報を的確に活用し、医療の高度化や看護ニーズの多様化等に対応した看護が実践でき、主体的に

自己研鑽して保健、医療、福祉に貢献できる、国際性豊かな人材養成を目指している。 

授業科目は、【基礎分野】【専門基礎分野】【専門分野Ⅰ】【専門分野Ⅱ】【統合分野】【保健師専門分

野】の 6 科目群から構成する。4 年間の授業は、学生の成長段階に応じて、豊かな人間性を高める教

養教育と英語、ＩＴスキルの獲得を中心とした【基礎分野】、看護の対象としての人間の特徴を理解す

るための基礎医学を中心とした【専門基礎分野】、看護の対象を取り巻く社会・基礎的な看護の知識・

技術に関する【専門分野Ⅰ】、看護の専門分野の知識・技術に関する【専門分野Ⅱ】、地域における看

護や専門性の高い看護、研究に関する【統合分野】、さらに保健師国家試験受験資格を取得する【保健

師専門分野】へと発展させる配当年次としている。 

 

 

  ①基礎分野 

【基礎分野】には、生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性の涵養、倫理的感受

性を高めるための教養科目として「総合教養演習Ⅰ～Ⅴ」、「教養数学（選択）」、「教養生物（選択）」

を置く。また、グローバル社会で活躍できる英語力と国際感覚を高めるための「看護英語基礎Ⅰ・Ⅱ」、

「看護英語リーディングⅠ・Ⅱ」、「看護英会話基礎Ⅰ・Ⅱ」、「看護英会話中級Ⅰ・Ⅱ」などの英語科

目（イギリス研修を含む）を置く。さらに、医療現場における看護に必要な情報を的確に活用するた

めの ITスキルを獲得できる科目として「コンピュータリテラシーⅠ・Ⅱ」を置き、合計17科目で【基

礎分野】を構成する。このうち「総合教養演習Ⅰ～Ⅴ」は、1 年次前期から３年次前期までの５期連

続の必修科目として置くもので、生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性の涵養、

倫理的感受性を高めるための教養科目であるとともに、地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専



14 

 

門職と連携・協働し、看護の専門性を発揮できる人を育成するという地域の視点も含めている。総合

教養演習Ⅰでは、自己と他者の関係性、Ⅱでは、対象を理解し援助するための方法、Ⅲでは、患者・

利用者を尊重したケアの必要性の理解、Ⅳでは、各看護分野の看護の特徴の理解、Ⅴでは、保健・医

療・福祉チームにおける多職種連携と看護の役割について考察する演習を行う。この「総合教養演習

Ⅰ～Ⅴ」は本学部の教育課程における特色の一つであり、【統合分野】の「看護研究」の基礎科目とし

ても位置づけている。 

また、看護英語系の科目も本学部の特色の一つである。医学・看護の分野における専門用語、英文

症例報告やカルテなどで使用される文書表現を理解・修得するとともに、看護の現場でそれらを用い

た実用的な会話ができることをねらいとする。 

これらの基礎分野科目の根底に流れる素養を培うために全学共通教養科目を選択科目として設定

する。ディプロマポリシーを達成するために広範な知識、教養に触れる機会を持ち、知の触手を育て

ることを目的とする。 

 

②専門基礎分野 

  【専門基礎分野】は[専門基礎科目]（14科目）と[健康科目]（5科目）の計19科目を配置した。 

[専門基礎科目]は、看護の対象としての人間の健康と疾病を科学的根拠に基づいて理解するために、看

護学の知識・技術を学ぶうえで、より具体的に必要となる基礎医学の知識を学ぶものである。人体の

形態や機能を系統的に理解するために「生理学」、「解剖生理学Ⅰ・Ⅱ」、「生化学」を、疾病につながる

人体への影響や反応を理解するために「病理学」、「免疫学」、「微生物学・感染症学」「疫学」を配置し

た。さらに、疾病の特徴と治療を理解するための「薬理学」、「臨床栄養学」、「疾病と治療Ⅰ」（内科系

疾患）、「疾病と治療Ⅱ」（外科系疾患）と医療を受ける人々の心理的特徴や人権を守ることの重要性を

理解するための「臨床心理学」、「生命倫理学」を配置した。 

  また、[健康科目]には、健康増進・疾病予防や疾病・障害の現状や支援制度を理解するための「社会

福祉学」「保健医療福祉行政論Ⅰ」「公衆衛生看護学概論」、「生活環境と健康」と保健・医療の現状を科

学的根拠に基づいて理解する科目として「保健統計学」を配置した。 

 

③専門分野Ⅰ 

   【専門分野Ⅰ】では、看護の基礎となる看護学の理論や技術を教授する[基礎看護学科目]を置いた。

この[基礎看護学科目]には、看護の基礎となる理論や技術を理解する科目として、「基礎看護学概論Ⅰ

～Ⅱ」、「看護倫理」、「看護過程」、「フィジカルアセスメント」、「看護技術論」、「共通看護技術」、「医療

支援技術」、「生活援助技術」を配置した。また、看護の対象との基本的なコミュニケーション技術を

習得するために、「看護コミュニケーション」を置く。「基礎看護学実習Ⅰ」は、看護実践の実際と医療

専門職との連携の理解のために1年次前期終了後に配置し、「基礎看護学実習Ⅱ」は、基本的な看護過

程を展開できる２年次前期終了後に配置した。 

 

④専門分野Ⅱ 

   【専門分野Ⅱ】では、「深く看護学の学術を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させる」

という本学部の理念を踏まえ、看護学の最新の知識と技術を修得するために必要な科目として、各看

護学分野の対象、看護方法に関する講義と演習、及び臨地実習を設置した。 

  1)成人看護学 

    [成人看護学科目]には、成人看護学の対象および成人看護学に必要な基本的な看護技術を理解

するために、1 年次前期から３年次前期まで「成人看護学概論」、「成人看護の方法（急性期）」、

「成人看護の方法（慢性期）」、「成人看護の方法（周手術期）」を配置した。さらに、成人看護学

で学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するために、３年次後期から４年次前期に「成

人看護学実習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」を配置した。 

 2)老年看護学 

    [老年看護学科目]には、老年看護学の対象および老年看護学に必要な基本的な看護技術を理解
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するために、１年次前期から３年次前期まで「老年看護学概論」、「老年看護の方法Ⅰ・Ⅱ」を配

置した。さらに、老年看護学で学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するために、３

年次後期から４年次前期に「老年看護学実習Ⅰ・Ⅱ」を配置した。 

  3)小児看護学 

    [小児看護学科目]には、小児看護学の対象および小児看護学に必要な基本的な看護技術を理解

するために、１年次後期から３年次前期まで「小児看護学概論」、「小児看護の方法Ⅰ・Ⅱ」を配

置した。さらに、小児看護学で学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するために、３

年次後期に「小児看護学実習」を配置した。 

  4)母性看護学 

    [母性看護学科目]には、母性看護学の対象および母性看護学に必要な基本的な看護技術を理解

するために、１年次前期から３年次前期まで「母性看護学概論」、「母性看護の方法Ⅰ・Ⅱ」を配

置した。さらに、母性看護学で学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するために、３

年次後期に「母性看護学実習」を配置した。 

  5)精神看護学 

    [精神看護学科目]には、精神看護学の対象および精神看護学に必要な基本的な看護技術を理解

するために、１年次後期から３年次前期まで「精神看護学概論」、「精神看護の方法Ⅰ・Ⅱ」を配

置した。さらに、精神看護学で学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するために、３

年次後期に「精神看護学実習」を配置した。 

 

⑤統合分野 

【統合分野】では、高い看護実践力を具えた人材を育成するという本学部の理念を踏まえ、身に

つけた知識や技術を統合し、問題解決と新たな看護を創造する能力や自己研鑽し続ける能力を育成

するため、また、地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専門職と連携・協働し、看護の専門性

を発揮できる人材を育成するために[在宅看護学科目]と[看護の統合と実践科目]を配置した。 

1) 在宅看護学 

  [在宅看護学科目]には、在宅看護学の対象および在宅看護学に必要な基本的な看護技術を理解す

るために、１年次後期から３年次前期まで「在宅看護学概論」、「在宅看護の方法Ⅰ・Ⅱ」「家族看

護論」を配置した。さらに、在宅看護学で学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するた

めに、３年次後期に「在宅看護学実習」を配置した。 

2)看護の統合と実践科目 

  [看護の統合と実践科目]では、専門性の高い看護専門科目を自ら選択し、主体的に学修する科目

として、３年次前期には、「救急看護論」、「感染看護論」、「災害看護論」、「看護管理学」、「看護人

類学」の５科目の中から２科目を選択必修科目として配置し、４年次後期には、「クリティカルケ

ア論」、「緩和ケア論」、「創傷ケア論」、「リハビリテーションケア論」、「性の健康看護論」の５科目

の中から２科目を選択必修科目として配置した。また、研究のプロセスを通して、看護の課題解決

能力を高める科目として、「看護研究方法論」、「看護研究」を配置した。さらに、２年次後期には

地域で生活する健康な小児と成人の理解を深める「公衆衛生看護学実習Ⅰ」、４年次前期にはそれ

までに学んだ知識と技術を統合して看護実践の場で展開するための「総合実習」を配置した。 

「看護研究」については、看護学部内に研究委員会を設置し、研究の実施体制、指導方法、倫理

審査などを検討し、看護研究が適切に実施できるように調整、指導を行う。 

即ち、実施体制は、教授から助教までの看護・医療系教員が学生の研究テーマを考慮して担当

し、職位に応じて平等かつ傾斜的に学生数を配置し、教員一人あたり担当する学生数を5～2名と

する。 

指導方法は、担当教員が学生の研究テーマに対し、ゼミ形式で系統的に文献検索、クリティー

クを行い、看護領域における自らの課題に対し、主体的、倫理的配慮をもって研究プロセスが進め

られるよう指導する。論文作成は論文作成要領に基づいて論理的に作成するよう個別、またはグ

ループ指導を行う。 
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研究における倫理的配慮について、人を対象とする看護研究は、倫理審査委員会事前チェック

シートを参考に、倫理審査の必要性を検討する。 

これら、学生配置、担当教員との調整、学生オリエンテーション、看護研究および論文作成要

領、倫理審査の検討については研究委員会が行う。 

 

⑥保健師専門分野 

【保健師専門分野】では、地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専門職と連携・協働できる専

門職としての保健師を養成するために、個人・家族・集団・組織を含む、地域の人々の健康増進、

疾病予防、疾病や障害のある人々への社会資源の活用等を理解する科目として１年次後期から４年

次後期まで「公衆衛生看護学概論」、「公衆衛生看護対象論」、「公衆衛生看護技術論」、「公衆衛生看

護診断論」、「公衆衛生看護管理論」を配置した。また、保健師として保健・医療・福祉システムを

理解する科目として「保健医療福祉行政論Ⅱ」を３年次前期に配置した。さらに、公衆衛生看護学

に関する知識と技術を統合して、地域での公衆衛生看護実践の場で展開するために、４年次に地域

で生活する人々に対する保健師活動を実践する「公衆衛生看護学実習Ⅱ」を配置した。 

 

（３）カリキュラムツリー（科目関連図） 

    カリキュラムポリシーと教育課程上の各科目、ディプロマポリシー（養成する人材像）の関連   

   は【資料22】カリキュラムツリーのとおりである。 
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５．教員組織の編成の考え方及び特色 

 

（１）編成の基本的な考え方 

   

①学部管理職 

学部マネジメントが円滑に行われるよう本学部に学部長兼学科長を置くとともに学部の教務を

担当する学部教務主任（教授職）を看護師課程と保健師課程にそれぞれ1人ずつ置く。 

  ②学部専任教員 

学部には次の専任教員を置く。 

 

    各分野・領域の専任教員配置数  

分野 領域 教授 准教授 専任講師 助教 合計 

基礎分野 基礎科目 3    3 

専門基礎 
専門基礎科目 

健康科目 
1    1 

専門分野Ⅰ 基礎看護学 1  1 1 3 

専門分野Ⅱ 

成人看護学 3   1 4 

老年看護学 1  1 1 3 

小児看護学 1  1 1 3 

母性看護学 1 1  1 3 

精神看護学 1  1 1 3 

統合分野 

保健師専門分野 

在宅看護学 1 1 1  3 

公衆衛生学 2 1   3 

合  計 15 3 5 6 29 

 

 

（２）編成の特色 

①分野・領域ごとにバランスよく人員を配置 

  各分野・領域の教育研究活動を確立するため、上の表のとおり分野・領域ごとにその領域を専

門とする専任教員を職位のバランスも配慮して配置した。また、教養教育を重視する観点から、

基礎分野には、教養生物学、教養数学、看護英語担当の核となる専任教授を各1人、専門基礎に

は医学博士をもつ専任教授を1人配置した。特に看護英語は本学部の特色の一つとなるため、医

療・看護英語を研究テーマの一つとする教授を配置した。 

専門分野Ⅰ（基礎看護学）には教授1人、専任講師1人、助教1人の計3人、専門分野Ⅱなら

びに統合分野の7領域にはそれぞれ1人の教授とともに准教授、専任講師、助教のいずれかを合

わせて3人の教員を配置する。学部全体では教授15人、准教授以下14人の合計29人で教員組

織を編成する。また、助手は9人を予定している。 

②年齢構成 

完成年度末における専任教員の年齢構成は、70歳以上3人、65歳～69歳 9人、60歳～64歳

3人、50歳～59歳9人、40歳～49歳4人、30歳～39歳1人であり、60歳以上が15人、60歳

未満も 14 人と均衡がとれている。教育研究の水準と継続性の維持のため、全体的に教員の年齢

構成が高く偏らないよう配慮した。 
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なお、完成年度を迎えるまでに本学の定年（70歳）を超える教員2人については、心身共に健

康であり、優れた研究業績と豊かな教育経験、教育研究に対する情熱を持っていることから、「学

校法人秀明学園定年規程」に従って、理事会の議決を経て完成年度まで定年を延長することを決

めている。 

【資料23】学校法人秀明学園定年規程ならびに平成27年12月28日理事会議事録抄本 

【資料24】平成28年6月26日理事会議事録抄本 

  ③専任教員は看護職としての豊かな経験と専門領域における教育研究の実績が豊富であり、大学人

としての見識を有するとともに、実習施設で臨地実習指導者らと教育内容を連携できる人材を配

置した。 

    専任教員29人の取得学位の内訳は博士14人、修士15人である。職位ごとの取得学位は次の

表のとおりであり、教育研究業績に応じた職位となっている。 

   

                 専任教員の職位別学位保有状況          （人） 

 教授 准教授 専任講師 助教 計 

博 士 11 2 1 0 14 

修 士 4 2 3 6 15 

学 士 0 0 0 0 0 

計 15 4 4 6 29 

 

    また、専任教員29人のうち看護師免許を取得している者は25人である。看護師免許を持た

ない4人の教員は全て基礎分野（教養科目）の担当であり、看護学の専門科目を担当する25人

はすべて看護師免許の保有者である。また、その25人のうち保健師免許も併せて有する教員は

13人であり、看護師・保健師を養成するにふさわしい教員組織となっている。  

    【資料24】専任教員の看護師、保健師、助産師免許保有状況 
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６．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

 

（１）教育方法 

 

①授業の方法 

 本看護学部看護学科の授業方法は、その授業の目的、教育内容に合わせて適切な方法をもって行う。 

看護理論、看護の対象、看護技術の基礎などの理解を目的とする授業は、原則として講義形式で行う

が、少人数によるグループ学修、双方向型学修など、学生が主体的に学修する学生参加型の授業形態を

積極的に取り入れる。 

各分野の看護技術の習得を目的とする授業は、講義と演習を組み合わせた演習形式の授業形態とし、

各看護技術の理論と実践が知識・技術・態度として定着するように展開する。 

看護技術の演習では、2～5人の専任教員が協働して指導にあたり、事前学修・事後学修ができるよう

に実習室の環境を整え、学生が主体的に学修し、看護技術が達成できるところまで指導する。 

 

②学生数の設定 

 教育目的を効果的に達成するために、授業科目の授業形態に合わせて、講義形式ではグループ学修も

含めて 30～80 人、演習形式では講義と演習を組み合わせた演習で 30～80 人、臨地実習では原則 1 学

年80人を8人ずつ10班に分けてスケジュールを組み、さらに実習内容や指導者数、病棟数をもとに2

～5人程度のグループに細分化する。 

 

③配当年次 

4年間の授業は、学生の成長段階に応じて、豊かな人間性を高める教養教育を中心とした「基礎分野」、

看護の対象としての人間の特徴を理解するための基礎医学を中心とした「専門基礎分野」、看護の対象を

取り巻く社会・基礎的な看護の知識・技術に関する「専門分野Ⅰ」、看護の専門分野の知識・技術に関す

る「専門分野Ⅱ」、地域における看護や専門性の高い看護、研究に関する「統合分野」、さらに保健師国

家試験受験資格を取得する「保健師専門分野」へと発展させるような配当年次としている。 

 

④履修科目の登録上限（CAP制） 

 学修効果を高めるために、標準的な履修単位の上限は半期 23 単位とする。なお、保健師教育課程の

学生はこの限りではなく、保健師教育課程に必要な科目を履修することができる。 

 

⑤成績評価 

 卒業時の学生が身に付ける能力を担保するために、あらかじめ、学生に対して、授業における学修の

目的・目標、目標を達成するための授業内容・方法、達成レベルを授業計画に明示する。成績評価は、

各科目の授業内容に合わせて評価基準を提示し、これに基づき評価を行い、GPAも併記する。 

 

⑥シラバスの作成 

 4 年間の履修計画、学修目標が明確になるように、すべての授業科目について、授業目的・目標、授

業内容・方法、評価方法、事前事後学修について記載し、学生の学修に役立てる。 

 

⑦担任・アドバイザー制度の導入 

 少人数担任制（各学年 13～14 人の学生に対して専任教員 1 人）により、学生生活や履修方法に関す

る相談に応じ、学生の状況に合わせたきめの細かい個別相談・指導体制を整える。  

 

（２）履修指導方法 

 履修指導は、毎学年当初のオリエンテーションにおいて、卒業までの履修計画に基づいて、各学年で
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履修するべき必修科目、選択必修科目、選択科目について説明し、学生への周知を図る。本学部では、

看護師教育課程と保健師教育課程の2つの教育課程があり、全学生80人のうち、看護師教育課程は60

人、保健師教育課程は 20 人である。保健師教育課程は、2 年次後期終了時に選抜を行う。選抜方法は

「保健師課程履修者の選抜実施要項」【資料 26】のとおりである。また、3 年次と 4 年次には、各学年

の5科目の選択科目から2科目を選択必修科目として選択する。 

保健師教育課程については、選択希望者が多いことが予想されるため、1 年次から選抜基準、選抜者

を決定するプロセスなど、2 年次後期終了時に選抜者が決定するまで、きめの細かい履修指導を定期的

に行う。なお、保健師教育課程の選抜から漏れた学生については、卒業後に保健師国家試験受験資格が

取得できる大学院・大学専攻科などの情報を提供し、進学の道を示すなどのフォローを行う。 

各学年のオリエンテーション内容は以下の通りである。 

①1年次 

・1年次から4年次までの履修計画の全体像について説明する。 

・看護師教育課程と保健師教育課程があることを説明する。特に、保健師教育課程については、選抜が

2年次後期終了時にあること、選抜基準、選抜者の決定プロセスについて説明する。 

・1年次の履修科目について説明し、科目選択の助言・指導を行う。 

②2年次 

・2年次の履修科目について説明し、科目選択の助言・指導を行う。 

・2 年次後期終了時までの保健師教育課程選抜のプロセスについて説明し、保健師教育課程の選抜に関

する情報を周知する。 

③3年次 

・3年次の履修科目について説明し、選択必修科目など、科目選択の助言・指導を行う。 

・3年次後期から始まる分野別実習科目については、分野別に実習内容を説明し、助言・指導を行う。 

・保健師教育課程の学生については、保健師教育課程に必要な選択科目について、助言・指導を行う。 

④4年次 

・4年次の履修科目について説明し、選択必修科目など、科目選択の助言を行う。 

・4年次前期の実習科目については、分野別に実習内容を説明し、助言・指導を行う。 

・保健師教育課程の学生については、保健師教育課程に必要な公衆衛生看護学実習Ⅱについて実習内容

を説明し、助言・指導を行う。 

 

【資料27】履修モデル 

 

（３）卒業要件 

①単位の算定基準は、学部規定及び履修規定で定める。卒業要件は、看護師教育課程は130単位、保

健師教育課程は144単位であり、授業科目の時間数ならびに単位数は以下の通りである。 

   

 時間数 単位数 

講 義 15時間 １単位 

演 習 30時間 １単位 

実 習 45時間 １単位 

 

②卒業要件 

  次の1)～6）を卒業要件とする。 

   1)  本学に4年以上在籍すること。 

   2)  学部の定める必修科目120単位をすべて修得すること。 
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   3) 選択科目として、【基礎科目分野】または他学部開設科目から6単位を修得すること。 

   4) [看護の統合と実践科目]の5科目「救急看護論」、「感染看護学」、「災害看護論」、「看護管理

学」、「看護人類学」のうちから2科目2単位を修得すること。 

   5) [看護の統合と実践科目]の 5 科目「クリティカルケア論」、「緩和ケア論」、「創傷ケア論」、 

    「リハビリテーションケア論」、「性の健康看護論」のうちから2科目2単位を修得すること。 

   6) 必修科目と選択科目を合わせて130単位を修得すること。 

     また、保健師の資格を取得する場合は、卒業要件の他に保健師専門科目12単位と専門基 

    礎科目の「疫学」2単位を修得すること。なお、養護教諭2種免許を申請しようとする場合 

は、他学部開設科目の「スポーツ演習Ⅰ」、「日本国憲法」を修得すること。 
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７．施設、設備等の整備計画 

（１）校地、運動場の整備計画  

看護学部は千葉県八千代市大学町1丁目1番地1号にある本学キャンパスに置く。本学は1988( 

昭和63) 年、学園都市構想のもと隣接する約600戸の住宅地とともに開学したため、閑静で緑豊かな

教育研究環境に恵まれている。 

最寄り駅は東葉高速鉄道八千代緑が丘駅、京成本線勝田台駅、東武野田線新鎌ヶ谷駅であり、それ

ぞれの駅から無料のスクールバスを運行し、学生の通学の便宜を図っている。そのため地元である千

葉県はもとより、東京都、埼玉県、茨城県からも通学が可能である。中でも西船橋駅から地下鉄東西

線に乗り入れる東葉高速鉄道を利用すると八千代緑が丘駅から東京駅に直結している大手町駅まで約

50分と交通の便がよい。 

校地面積は 147,601.93 ㎡である。これは既存学部の収容定員に看護学部（収容定員 320 人）を加

えた大学総収容定員 2,040 人に対する設置基準上必要な校地面積 20,400 ㎡の約 7 倍にあたり、学生

の休息その他の利用のための適当な空地を含む十分な校地が確保されている。 

また、校舎と同じ敷地内に隣接する形で約 70,000 ㎡の運動場を確保しており、学生は徒歩で移動

することができる。400ｍトラック、走り幅跳び場、砲丸投げ場、鉄棒、サッカー・ラグビー兼用の人

工芝コートを備えた陸上競技場、テニスコート、フットサルコート、野球場、バスケットコート、体

育館（ウェイトトレーニング場付）、屋内プール棟（マシンジム付）など施設も充実している。これ

らはいずれも授業、サークル活動その他自由時間に学生が利用することができる。 

校地・校舎・運動場の配置は次図のとおりである。校地の南に校舎群、北に体育館と運動場、その

中間部は大きな緑地帯という機能的な配置となっている。新築する看護学部校舎も既存の校舎に隣接

する位置にあり、落ち着いた環境の中で教育研究活動を行うことができる。 

このように本学の校地、運動場は大学の研究・教育にふさわしい環境を有している。 
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（２）校舎等の整備計画 

①校舎面積 

看護学部の専用校舎は既存の校舎と同じ校地内に新築する。校舎は地下１階、地上5階建で面

積の合計は 9,075.21 ㎡（1 階カフェテリアを除く校舎面積は 8,754.73 ㎡）であり、設置基準上

の校舎面積4,561.2㎡の約2倍である。 

②看護学部校舎の概要 

  各階の概要は次のとおりである。 

階 面積 概 要 

屋上 49.81㎡ 階段室、EVホール、太陽光パネル 

5階 1,451.52㎡ 教員研究室、ゼミ室、講義室兼演習室、相談室、印刷室、ラウンジ 

4階 1,451.52㎡ 教員研究室、ゼミ室、講義室兼演習室、相談室、印刷室、ラウンジ 

3階 1,451.52㎡ 講義室、視聴覚学習室、多目的室、サーバー室、準備室、ラウンジ 

2階 1,451.52㎡ 看護実習室、準備室、実験室兼シミュレーション室 

1階 1,671.89㎡ 大講義室、自習室（図書コーナー付）、カフェテリア、事務室、学部長室 

地下1階 1,547.43㎡ 男女更衣室、保健室、倉庫、機械室、廃棄物保管室、一般ゴミ置き場 

  ③教員研究室（4階、5階）31室（うち1室は学部長室） 

    教員研究室は、専任教員28人に対して31室を用意した。教員研究室は原則個室として使用す

るが、面積は26.19㎡（9.7ｍ×2.7ｍ）と十分な広さがあり、2人部屋とすることも可能である。

教員研究室は入口から前室と後室に分かれており、前室は個別指導・相談や 10 人程度の少人数

指導を行うゼミ室として使用する。 

  ④教室数ならびに収容定員（講義室、演習室、実験実習室、ゼミ室等） 

    新築する看護学部校舎は、予定している教育課程とともに授業形態に合わせた授業を行うこと

ができるよう多様な教室を準備する。具体的には大講義室 1、講義室 8、演習室 4、ゼミ室 38、

実習室 3、実験室兼シミュレーション室 1 の合計 55 教室である。同時展開できる最大授業数は

講義科目9、演習科目4、ゼミ科目38、実習科目3、実験科目1である。これに加えて他棟の共

用教室として、コンピューター室 5、講義室 1 があり、予定している授業を全て実施するに十分

な施設を整えている。【資料28】モデル時間割（教室の使用状況） 

区分 棟 教  室 収容数 室数 

新設専用 看護学部棟1階 大講義室 400 1 

新設専用 看護学部棟3階 講義室 108 4 

新設専用 看護学部棟4階 講義室 32 4 

新設専用 看護学部棟5階 演習室 32 4 

新設専用 看護学部棟4階 ゼミ室 10 19 

新設専用 看護学部棟5階 ゼミ室 10 19 

新設専用 看護学部棟2階 基礎・成人・老年看護学実習室 100 1 

新設専用 看護学部棟2階 母性・小児看護学実習室 100 1 

新設専用 看護学部棟2階 公衆衛生・在宅・精神看護学実習室 100 1 

新設専用 看護学部棟2階 シミュレーション教室(実験実習室) 60 1 

共用 ITセンター棟1階 コンピュータルーム１ 60 1 

共用 ITセンター棟1階 コンピュータルーム2 60 1 

共用 ITセンター棟1階 コンピュータラボ 60 1 

共用 ITセンター棟1階 メディアガーデン 30 1 

共用 学校教師学部A棟１階 コンピュータルーム3 60 1 

共用 学校教師学部A棟2階 マルチメディアラボ 60 1 
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  ⑤その他の施設・設備 

     学生の自習施設として看護学部校舎の 1 階に 100 席のアクティブラーニングスペースを設け

る。この部屋には図書コーナーをもうけ、看護学に関する雑誌や看護師国家試験対策関連の書籍

や問題集のほか、新聞、教養雑誌等を置く。看護学部校舎は全館無線LANを備えており、この

部屋でもインターネットの利用が可能である。また、3階には視聴覚学習室があり、視聴覚教材

を用いての自習も可能である。 

     教員研究室のある4階、5階には相談室を設けており、学生の様々な相談に応じたり、指導室

としても使用したりすることができる。 

     地下1階には男女更衣室、保健室、実習室等で出る廃棄物保管室を設け、職員が常駐すること

により学生の安全を確保した。 

     また、授業のない学生が控える場として、看護学部校舎1階にはウッドデッキを備えたカフェ

テリアを設置するとともに3～5階にも学生が休息することができるラウンジを設置する。 

     エレベーターは、ストレッチャーを使用する実習ができるよう20人乗りの大型のものとした。

屋上にはソーラーパネルによる発電システムを置いて停電時に備えるとともに館内はバリアフ

リーとし、環境や人権にも配慮した。 

   ⑥教具・校具、機器備品 

     看護学部専用の校舎を新築するに伴い、教具、校具、備品も全て開設初年度に整備する。新校

舎の教室は既存の校舎と同様全てAV機器を備えるとともに有線、無線LANによりインターネ

ットの利用が可能であり ICT教育に対応している。 

   また、校舎2階の4つの実験・実習室（基礎・成人・老年看護学実習室、母性・小児看護学実

習室、公衆衛生・在宅・精神看護学実習室、シミュレーション教室・実験実習）には、それぞれ

の実習の目的に合わせて、次の機械器具、標本・模型等の教具を準備する。 

 点 数 金 額（円） 

教  具 

機械器具 3,187 241,688,721 

標本・模型 36 5,286,394 

教具計 3,223 246,975,115 

校   具 2,782 105,300,766 

備   品 1,275 47,501,964 

合   計 7,280 399,777,845 

   【資料29】機械器具、標本・模型等の教具、校具、備品一覧 

 

   ⑦図書・学術雑誌、データベース、視聴覚資料等 

     次の図書・学術雑誌、データベース、視聴覚資料等を新規購入する。     

 国内書 外国書 合計 

図  書 

自然科学 850 150 1,000 

看護基礎・専門 2,450 150 2,600 

合計 3,300 300 3,600 

学術雑誌(データベース) 78(5) 18(13) 96(18) 

視聴覚資料 140  140 

【資料30】図書目録 

なお、現在所蔵している図書のうち、図書2,263冊（うち、外国書197冊）、電子ジャーナル1、視

聴覚資料8点を共用する。 
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８．入学者選抜の概要 

 本学では、本学の建学の精神・教育理念、大学の目的、学部の目的、養成する人材像、カリキュラ

ムポリシーを踏まえて定めたアドミッションポリシーに基づいて入学者選抜を行う。 

そこで入学者選抜では、大学教育を受けるにふさわしい基礎学力に加えて、将来、本学の養成する

人材像にふさわしい人材となる資質を有する人物であるかを重要な観点として選抜を行う。 

そのためすべての入試区分において、学力判定に加えて学修意欲や看護職として社会に貢献しよう

とする意志、豊かな人間性などを持つ人物であるかを見極める面接試験を実施する。 

 

（１）本学部の目的 

   看護学部は、「１，設置の趣旨と必要性」で述べたとおり、本学の建学の精神・教育理念、大学

の目的をふまえ、生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性、科学的根拠に基づ

いた質の高い看護実践能力、グローバル社会で活躍できる英語力と国際感覚、医療現場における

ITスキルと看護に必要な情報の活用能力、主体的な学修態度と自己研鑽の力を修得し、看護職と

して将来にわたって地域社会の保健・医療・福祉に貢献できる看護師・保健師の育成を目的とす

る。 

（２）養成する人材像 

この目的を踏まえて養成する人材像は次のとおりである。 

 

1．ナイチンゲール・スピリッツに基づく看護の知・技・心が調和した人 

①生命にかかわる専門職としての幅広い教養と豊かな人間性の涵養、倫理的感受性のある人 

②人間の健康と疾病に関する科学的根拠に基づいた最新の知識を修得し、看護の基盤となる

知識のある人 

③看護学の最新の知識と技術の修得により科学的根拠に基づいた看護実践能力を備えた人 

2．グローバル社会で活躍する英語力と国際感覚を持った人（イギリス研修） 

 ①変化する時代のニーズに対応できる、グルーバルな広い視野を持つ人 

 ②看護職に必要な英語力を持つ人 

3．ＩＴスキルを獲得し、医療現場における看護に必要な情報を的確に活用できる人 

4．主体的な学修態度を身につけ、知識や技術の統合力、問題解決能力や創造力などを磨いて、

生涯を通じて自己研鑽に励み、質の高い看護を実践できる人 

5．地域包括ケアシステムの中で、地域の医療専門職と連携・協働し、看護の専門性を発揮でき

る人 

 

（３）アドミッションポリシー 

   この養成する人材像を踏まえ、本学ならびに本学部は次のアドミッションポリシーを定めた。 

 

＜全学共通＞ 

1．学生であることの社会的立場を自覚し、真理を追究して学修に励む人 

2．様々な問題について、心を開いて語り合い、友情を培う人 

3．教養を身につけ専門分野の学修を修めて、社会に貢献しようとする人 

4．本学の学生心得を遵守できる人 

 

＜看護学部看護学科＞ 

1．人々の健康に関心を持ち、病める人々の苦しみに寄り添い、共感できる人 

2．看護学の知識・技術を学ぶうえで、必要な基本的知識を修めている人 

3．看護学の知識・技術を修得するために努力できる人 

4．医療チームの中で活動できるために、他者との良いコミュニケーションがとれる人 
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 （４）入学者選抜方法 

  

①入試区分と募集定員、試験内容等 

   入学者の選抜は、指定校推薦入試（系列校含む）、アドミッションオフィス入試（ＡＯ入試）、

一般入試、大学入試センター試験利用入試の4区分で実施する。   

入学試験の概要 

入試区分 
募集定員 

（割合） 
選抜方法 学力試験の内容 

指定校推薦入試 

（系列高校含む） 

20人 

(25％) 

(系列5人) 

学校長推薦書 

調査書 

志望理由書 

面接 

 

アドミッションズ 

オフィス入試 

（ＡＯ） 

1期5人 

2期5人 

3期5人 

4期5人 

20人 

(25％) 

調査書 

志望理由書 

面接 

 

一般入試 

1期8人 

2期8人 

3期8人 

4期6人 

30人 

(37.5％) 

調査書 

志望理由書 

面接 

学力試験 

3教科型 

①国語(現代文のみ) 

②英語 

③選択1科目 

（数Ⅰ・Ａ、数Ⅱ・Ｂ、物理

基礎、物理、化学基礎、化学、

生物基礎、生物から 1 つを

選択） 

大学入試センター 

試験利用入試 

A日程5人 

B日程5人 

10人 

(12.5％) 

調査書 

志望理由書 

面接 

センター得点 

3教科型 

①国語(現代文のみ) 

②英語 

③選択1科目 

（数Ⅰ・Ａ、数Ⅱ・Ｂ、物理

基礎、物理、化学基礎、化学、

生物基礎、生物から 1 つを

選択） 

 

  ②指定校推薦入試（本学園系列校含む） 

   本学園が設置する3つの高等学校ならびに本学と教育提携関係にある全国約1,280校の高等学

校の生徒のうち、本学を第一志望とするとともに一定の評定基準を満たし、在籍校の学校長が推

薦する生徒を対象に実施する。学校長推薦書、調査書、志望理由書、面接試験をもとに、本学の

アドミッションポリシーに照らして、本学が養成する看護職に求める学力、能力、資質、適性の

基礎を有する人物であるかを総合的に判定する。 

   指定校推薦入試は1回実施する。 

 

③アドミッションズオフィス入試（ＡＯ入試） 

   看護職を第一志望とする生徒を対象に調査書、志望理由書、面接試験をもとに、本学のアドミ

ッションポリシーに照らして、本学が養成する看護職に求める学力、能力、資質、適性の基礎を
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有する人物であるかを総合的に判定する。 

   Ⅰ期～Ⅳ期に分けて実施し、各募集定員は5人とする。  

 

④一般入試 

   一般入試は、調査書、志望理由書、面接試験に加えて、国語（現代文）、英語のほか、選択1科

目（数Ⅰ・Ａ、数Ⅱ・Ｂ、物理基礎、物理、化学基礎、化学、生物基礎、生物から 1 つを選択）

の合計3科目の学力試験を実施し、総合的に判定する。 

   一般入試はⅠ期、Ⅱ期の 2 回実施し、募集定員は 1 期～3 期は各 8 人、4 期は 6 人の計 30 人

とする。 

 

⑤大学入試センター試験利用入試 

   大学入試センター利用入試は、調査書、志望理由書、面接試験に加えて、国語（現代文）、英語

のほか、選択1科目（数Ⅰ・Ａ、数Ⅱ・Ｂ、物理基礎、物理、化学基礎、化学、生物基礎、生物

から1つを選択）の合計3科目の学力試験を実施し、総合的に判定する。 

   大学入試センター試験利用入試はＡ日程、Ｂ日程の 2 回実施し、募集定員は各 5 人、計 10 人

とする。 

 

（５）入学試験の運営ならびに入学者選抜体制 

   入学試験の運営ならびに入学者の選抜は、秀明大学入試委員会規程、秀明大学入学者選抜規程

に基づいて、入試委員長を責任者として入学試験問題の作成・管理、入学試験の実施、採点なら

びに成績処理、判定資料の作成などを厳正に行う。また、合格者の決定は、秀明大学入学者選抜

規程に基づいて、入試委員会の審議ならびに教授会の意見を聴取して学長が行う。 

【資料31】秀明大学入試委員会規程 

【資料32】秀明大学入学者選抜規程 
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９．取得できる資格 

   本学看護学部看護学科の卒業要件に必要な単位を修得した場合に取得できる資格は、看護師、

保健師(選択制)の国家試験受験資格である。資格取得要件は次のとおりである。 

資格 資格の種類 取得条件 

看護師国家試験受験資格 国家資格 本学部の卒業要件である130単位を取得すること。 

保健師国家試験受験資格 国家資格 
本学部の卒業要件である 130 単位とともに、指定科

目の14単位を加え144単位取得すること。 
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１０．実習の具体的計画 

（１）実習計画の概要 
 

①実習目標（実習のねらい） 
臨地実習は講義や演習で得た知識や技術を統合し、科学的思考のもとに実践することにより、看

護専門職として必要な看護実践能力を身に付ける重要な科目である。 

講義・演習で習得した知識・技術を用いて、様々な背景（身体的・精神的・社会的特徴）、健康レ

ベルの対象に対して看護実践を行う。看護実践では、看護の対象の健康問題を系統的に判断し、解

決するための看護計画を立案、実施、評価する。また、看護実践を通して看護の対象を尊重し、個

別に合わせた看護実践を行うことの必要性、チーム医療における看護職の役割等についても理解を

深めることなどのねらいがある。 

臨地実習の具体的な目標は、次のとおりである。 

 

(1)看護の対象となる人々について、対象の背景（身体的・精神的・社会的特徴）・健康 

レベルなどの情報から総合的に理解する。 

(2)講義・演習で習得した看護学の知識と技術を踏まえ、対象への看護の方向性を判断し、 

看護計画を立案する。  

(3)看護計画に基づき、看護技術を用いて系統的に看護を実践し、評価する。 

(4)チーム医療の一員としての看護職の役割、保健・医療・福祉関係者との連携・協働の 

必要性を理解する。 

(5)臨地実習を通して、医療倫理、看護の専門性、看護実践における研究的視点の重要性 

について理解する。 

 

 

②実習単位、主な内容、実習施設、時期、学生の配置、週間計画等 

Ａ．実習単位、時期（学年配当） 

各看護学領域の臨地実習科目の単位ならびに学年配当は次のとおりである。 

 

「 基 礎 看 護 学 実 習 Ⅰ 」  1単位  1年次前期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 基 礎 看 護 学 実 習 Ⅱ 」  2単位  2年次前期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 成 人 看 護 学 実 習 Ⅰ 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 成 人 看 護 学 実 習 Ⅱ 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 成 人 看 護 学 実 習 Ⅲ 」  2単位  4年次前期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 老 年 看 護 学 実 習 Ⅰ 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 老 年 看 護 学 実 習 Ⅱ 」  2単位  4年次前期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 小 児 看 護 学 実 習 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 母 性 看 護 学 実 習 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 精 神 看 護 学 実 習 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 在 宅 看 護 学 実 習 」  2単位  3年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「公衆衛生看護学実習Ⅰ」  1単位  2年次後期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「 総  合  実  習 」  2単位  4年次前期（看護師、保健師課程ともに必修） 

「公衆衛生看護学実習Ⅱ」  4単位  4年次前期（保健師課程のみ必修） 

 

卒業要件130単位のうち、保健師課程必修の「公衆衛生看護学実習Ⅱ」を除く上記実習科目の

合計単位数は24単位であり、教育課程の中で大きな比重を占めている。 

各学年における実習の時期は【資料33】臨地実習計画表のとおりである。また、【資料22】カ
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リキュラムツリーのとおり、各看護領域の概論、方法論などの履修前提科目を履修した成果を踏

まえて実習することができるよう系統的に計画を組んでいる。 

 

Ｂ．実習の主な内容   

     実習の主な内容は【資料34】「実習科目の概要」のとおりである。 

 

Ｃ．実習施設の確保の状況 

実習先の確保にあたっては、次の観点をもって選定した。 

 

A．本学の建学の精神ならびに看護学部の目的に理解を示し、協力を仰げること。 

 B．臨地実習の目的を達成できる設備と実習指導者を擁すること。 

  C．臨地実習の分野、実習生数、実習スケジュール等で同意を得られること。 

 D．実習生と指導教員が1時間程度で移動でき、かつ安全な交通機関を利用できること。 

 

平成27 年 6月 19日、本学の所在地である千葉県八千代市、一般社団法人八千代市医師会、

同じく八千代市内にある東京女子医科大学附属八千代医療センターから要請があり、本学を含

めた４者間で「八千代市看護師確保の相互連携・協力システムに関する覚書」【資料 17】を締

結した。そのため上記の観点をもって実習先を選定するにあたり、八千代市、八千代市医師会、

東京女子医科大学附属八千代医療センターの協力を得て実習先を確保することができた。 

     実習先は東京女子医科大学附属八千代医療センターを中心として医療法人心和会八千代病院、

医療法人心和会なごみの家、医療法人心和会荒井記念ホーム（介護老人保健施設）、医療法人心

和会シンワ総合健診センター、医療法人社団恵仁会セントマーガレット病院訪問看護ステーシ

ョンほか訪問看護ステーション 10 か所、社会福祉法人栄寿会八千代地域生活支援センター、

八千代市立保育園 8 か所、千葉県保健所 13 か所ならびに八千代市をはじめとする近隣市保健

センター4か所の合計40施設である。 

このうち公衆衛生看護学実習Ⅱの実習先である千葉県保健センター(保健所)を除き、他は全

て本学の所在地である千葉県八千代市内および八千代市に隣接する市に位置している。そのた

め本学から路線バス、鉄道等の公共交通機関を利用した場合の所要時間は1時間以内の施設が

26か所と最も多く、学生ならびに教員の移動時の負担は軽いものとなっている。 

残り 12 か所の所要時間は、1 時間以上 2 時間以内 8 か所、2 時間以上 3 時間以内4 か所で

あるが、これらは全て公衆衛生看護学実習Ⅱの実習先である千葉県保健センター（保健所）13

か所のうちの 12 か所である。この千葉県保健センターでの公衆衛生看護学実習Ⅱの受入れは

千葉県知事によって承諾されているが、県による具体的な実習先の割り振りは実習実施前年度

となる見込みである。仮に大学からの所要時間が2時間を超える施設が指定された場合は、実

習学生ならびに指導にあたる教員の宿泊場所を必ず確保する計画である。 

    実習施設の詳細は次の資料のとおりである。 

【資料35】実習施設一覧 

【資料36】実習施設承諾書  

【資料37】実習施設の指導者一覧 

Ｄ．学生の配置ならびに週間計画 

臨地実習時の学生、指導教員の配置ならびに週間計画は【資料38】のとおりである。 

 

③問題対応、きめ細かな指導を行うための実習委員会の設置等 

臨地実習が円滑に実施できるように、学部内に「臨地実習委員会」を設置する。委員会は、本学 

部の各看護学領域の教員で構成する。 

臨地実習委員会の主な役割は次のとおりである。 

・臨地実習の目的・目標、実習水準の確保・達成のための課題の検討と解決 
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・臨地実習要項の作成、学生および実習施設への配布 

・年間実習計画の立案と調整、実習グループの編成 

・臨地実習指導者会議の企画・運営 

・事前オリエンテーションならびに事後指導計画の立案・運営 

・実習施設の連携・協議 

・問題・事故の未然防止指導と発生した場合の対応 

 

④学生へのオリエンテーションの内容、方法 

＜全体オリエンテーション＞ 

各年度初めにオリエンテーションを開いて次の事項を指導し、実習に臨む意欲と自覚を育み、

事前準備を徹底させる。 

Ａ．実習スケジュールと各実習施設の概要 

Ｂ．実習の目的・目標、評価（全体、各実習科目） 

Ｃ．事前学習（実習に関連する既習事項のまとめ、看護援助の方法等） 

Ｄ．実習記録、レポート 

Ｅ．実習規律と心構え、守秘義務、事故の未然防止と発生した場合の対応 

Ｆ．健康管理と感染予防の徹底 

   ＜実習分野ごとのオリエンテーション＞ 

     実習開始1か月前までに分野ごとのオリエンテーションを実施し、重要事項の再確認と事前

準備の状況を把握し、必要に応じて個別指導を実施する。 

Ａ．実習科目ごとの目的・目標の確認 

Ｂ．各実習施設の週間スケジュールと日課、交通手段 

Ｃ．各実習施設の詳細と勤務規律、注意事項 

Ｄ．実習に必要な既習事項と看護援助の方法等の確認 

Ｅ．実習記録、レポートの作成と提出方法、評価の基準と方法の説明 

Ｆ．実習規律と心構え、守秘義務、事故の未然防止と発生した場合の対応 

Ｇ．健康状況の把握と感染予防対策の確認（予防接種等履歴） 

Ｈ．実習グループごとの教員と学生の顔合わせ、教員、実習施設、学生間の連絡方法 

   

⑤学生の実習参加基準・要件等（実習前の必要履修科目や客観的臨床能力試験（OSCE）の実施等 

    学生の各看護専門分野の実習参加は、各看護専門分野で指定している実習前の必要履修科目の

単位を取得していることが要件である。 

   

⑥実習までの抗体検査、予防接種等 

    健康診断、抗体検査、予防接種等の計画は次のとおりである。 

    ＜1年次＞4月定期健康診断 

・胸部Ｘ線検査 

・感染症抗体価検査（麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎、ツベルクリン反応、Ｂ

型肝炎 、Ｃ型肝炎）による免疫獲得状況と感染の有無確認 

         ・抗体がない場合には、8 月初旬から始まる「基礎看護学実習Ⅰ」までに抗体を持

つようＢＣＧ等のワクチン接種を指導し、接種の証明を義務づける。インフルエ

ンザワクチン接種も推奨する。 

＜2年次＞4月定期健康診断 

・胸部Ｘ線検査 

・感染症抗体価検査（麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎、ツベルクリン反応、Ｂ

型肝炎 、Ｃ型肝炎）による免疫獲得状況と感染の有無確認 

・8月末から始まる「基礎看護学実習Ⅱ」までに、麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺
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炎については抗体を持つようＢＣＧ等のワクチン接種を指導し、接種の証明を義

務づける。インフルエンザワクチン接種も推奨する。 

＜3年次＞4月定期健康診断 

・胸部Ｘ線検査 

         ・2 年次までに抗体検査で抗体の獲得が得られなかった感染症がある学生は各分野

の実習が始まる 10 月末までに抗体が得られるようワクチン等の接種と接種証明

の提出を義務づける。 

         ・実習前検便の実施（全員） 

         ・インフルエンザワクチン接種も推奨する。 

    ＜4年次＞4月定期健康診断 

・胸部Ｘ線検査 

         ・3 年次までに抗体検査で抗体の獲得が得られなかった感染症がある学生は成人看

護額実習Ⅲ、老年看護学実習Ⅱ、公衆衛生看護学実習Ⅱの実習が始まる5月末ま

でに抗体が得られるようワクチン等の接種と接種証明の提出を義務づける。 

         ・実習前検便の実施（全員） 

         ・インフルエンザワクチン接種も推奨する。 

 

⑦損害賠償責任保険、障害保険等の対策等 

実習中の感染・事故が発生し、実習生、患者、実習施設等への補償の必要が生じた場合に備え、 

一般社団法人日本看護学校協議会共済会の保険Willへの保険加入を義務づける。少なくとも実習

開始前の加入を義務付けるとともに、可能な限り1年次から4年次までの加入を促す。 

  

（２）実習先との契約内容 

    臨地実習を実施する際には本法人と実習施設との間で協議し、個々に契約を締結する。 

    基本的な内容は以下のとおりである。 

     ①総則 

     ②実習期間、実習の内容、実習生数 

     ③実習費用、経費の支払い 

     ④規則の遵守 

     ⑤守秘義務、個人情報の保護 

     ⑥保険加入 

     ⑦損害賠償 

     ⑧学生の健康管理、負傷・疾病 

     ⑨実習中の事故および感染症等への対応 

     ⑩受け入れ中止又は延期 

     ⑪契約期間、更新 

     ⑫協議 

【資料39】臨地実習先との契約書（案） 

 

 

（３）実習水準の確保の方策 

①少人数グループによる実施 

 臨地実習の目的は講義や演習で得た知識や技術を統合し、科学的思考のもとに医療現場で看護 

を実践し、看護専門職として必要な看護実践能力を身に付けることである。したがって、実習生 

一人ひとりが十分な実習の機会を得て学習効果を高めることができるよう、1学年80人を10の 

グループに分け、1グループあたり8人とする。さらに1グループをA、B各4人程度の2班に 

分けて実習を行う。 
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②実習班ごとに本学担当教員を配置 

原則として1グループに1人の本学担当教員を配置し、臨地における学生の学びが深まるよう 

に、きめの細かい指導を行い、実習の水準を確保する。 

  ③各分野の責任体制 

    臨地実習は、「基礎看護学」「成人看護学」「老年看護学」「小児看護学」「母性看護学」「精神看

護学」「在宅看護学」「公衆衛生看護学」の各分野で実施する。各分野の教授がその責任者となり、

実習の水準の確保に責任を負う。「総合実習」は学部長がその責任者となる。 

  ④実習施設との連携ならびに施設実習担当者 

実習施設との事前の打ち合わせでは、実習の目的・目標、実習方法、実習内容、実習上の注意

事項等を説明し、十分な理解を得たうえで実習指導体制を準備し、実習の水準を確保する。 

  ⑤実習水準を確保するための学生への事前指導、実習中の指導、事後評価の徹底 

    事前指導を徹底し、学生が限られた期間内で目的が達成できるように指導する。教員ならびに

実習指導者は事前に学生の面談を行い、実習に臨むレディネスを確認するとともに学生が作成し

た実習計画を点検し、必要な指導を行って学生が十分な準備のもとに積極的に実習に取り組むこ

とができるように配慮する。 

    実習中、学生が患者を看護する場合は、患者の安全に注意しながら学生の看護が効果的に行わ

れるよう、教員あるいは臨地実習指導者が指導を行う。毎日実施される学生カンファレンスでは

教員と臨地実習指導者が学生に対して指導・助言を行うとともに、学生が提出する実習レポート

を点検して学生の実習状況を把握し、実習目的が達成できるように必要な指導を行って実習の水

準を保つ。 

 実習期間の中間と実習後に行われる教員と実習指導者による実習体制の評価では、課題と改善

方策について検討し、その後の実習の質の向上と水準の確保を目ざす。 

 

 

（４）実習先との連携体制（連絡体制、実習の達成目標等の共有方法、研修会の実施等） 

①実習指導者会議 

実習分野ごとに本学教員と実習施設の指導者が合同で開催する実習指導者会議を中心に実習先

との連携を図る。会議の責任者は各分野の教授とする。 

    実習開始前の実習指導者会議では、本学の教員が、各看護分野、各施設、病棟ごとの外来の看

護システムやケアの方法、患者・利用者の特徴、治療等の特徴を知り、実習施設の臨床指導者や

スタッフとのコミュニケーションを図る。また、実習の目的・目標、実習の具体的内容、学生の

事前学修の状況、実習中の事故防止策、事故が発生した場合の対応、評価の基準・方法等を実習

指導者と共有する。 

    実習終了後には、学生の評価に関する情報を共有する。また、実習状況を振り返って内容や方

法等を評価し、次年度に向けての改善策を検討する。特に、ヒヤリハット・インシデント・アク

シデントについて調査し、医療事故を防止するための予防対策を推進する。  

  ②実習中の連携・連絡 

    毎日、指導教員と実習指導者が打ち合わせを行って実習日程と内容、学生の状況を確認し、緊

密に連携しながら実習指導を行う。終了時の打ち合わせではヒヤリハット・インシデント・アク

シデントの有無、問題点等を確認し、その後の実習に向けて改善の方策を検討する。 

  ③実習指導者研修会 

臨地実習委員会が主催し、専任教員、専任助手、非常勤実習助手、実習施設の指導者、実習指

導者を目ざす者等を対象とし、実習指導の具体的方法や技術の向上、指導上の課題の検討等を行

って指導力の向上に努める。また、要請があれば実習施設が行う看護師の研修会に教員を講師と

して派遣したり、講義に支障のない範囲で大学の図書館や実習室などの施設・設備・機器の利用

を認めたりして、実習施設の看護師の研究や研修を支援して看護の向上に貢献する。 
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（５）実習前の準備状況（感染予防対策、保険等の加入状況） 

 実習要項に感染症対策、個人情報保護に関する誓約、事故防止等の手順を記載し、実習前のオリ

エンテーションならびに実習中の指導を通じて学生・教員・実習関係者に周知徹底を図る。 

  ①感染症予防対策 

学生は、感染予防のために入学直後の健康診断でツベルクリン検査、胸部X線検査を行う。ツ

ベルクリン検査が陰性の場合には、BCG接種を受ける。また、実習の前には、麻疹、風疹、水痘、

流行性耳下腺炎の抗体価検査を受けるように学生に指導する。抗体がない場合にはワクチン接種

を義務付け、接種証明を提出させる。インフルエンザワクチンの接種も推奨する。実習前のワク

チン接種ならびに感染症発症時のフローチャートは実習オリエンテーションで学生に周知徹底す

る。 

【資料40】感染症発症時のフローチャート（報告ルート） 

  ②個人情報の保護、守秘義務の遵守 

講義、演習で個人情報保護の重要性と守秘義務について理解させるとともに、実習開始前のオ

リエンテーションでも繰り返し指導し、「実習の履行並びに個人情報等の保護に関する誓約書」の

提出を全員に義務付ける。また実習で学生が担当する予定の患者または家族には「看護学生の臨

地実習協力に関するお願い」を提示し、学生が担当させていただく上での基本的な考え方やプラ

イバシーの保護などについて十分説明し、書面にて同意を得る。 

【資料41】「臨地実習における個人情報保護に関する誓約書」 

【資料42】「臨地実習説明書」「臨地実習同意書」 

 実習中も各学生に注意喚起するとともに担当教員が常に個人情報が守られているかを見守り、 

個人情報の保護、守秘義務について徹底して指導する。 

③事故防止ならびに対処についての事前指導の徹底 

 実習生は、講義・演習で学んだ知識と技術を用いて、教員や実習指導者の指導のもとで患者・

利用者への看護を実践する。実習生も病院や施設に勤務する看護職員と同様に「注意義務」（結果

予見義務・結果回避義務）が課せられており、患者の安全を守る必要があり、かつ、自身の安全

も守る必要があることを徹底して指導する。オリエンテーションを含む事前指導では、「ヒヤリハ

ット・インシデント・アクシデント時のフローチャート」を示して事故防止指導を徹底する。ま

た、臨地実習委員会は、実習中のヒヤリハット・インシデント・アクシデントについて調査し、

医療事故を予防するための対策を推進する。 

 【資料43】ヒヤリハット・インシデント・アクシデント時の報告・指示ルート 

【資料44】ヒヤリハット・インシデント・アクシデント報告書 

   

（６）事前事後における指導計画 

臨地実習は講義や演習で得た知識や技術を統合し、科学的思考のもとに実践する場であり、看

護専門職として必要な看護実践能力を身に付ける重要な科目である。この実習の目的・目標を十

分理解させるとともに、実習前には関連科目の既習事項の整理、研究課題の検討、事故の未然防

止と発生時の対応などの指導を行って、実習の目的を安全に達成することができるよう十分な事

前準備と事後指導を行う。 

 

①事前オリエンテーション 

前述の「（１）実習計画の概要④学生へのオリエンテーションの内容、方法」で述べた全体オリ

エンテーションと実習領域ごとのオリエンテーションにおいて、当該年度の実習についての指導

を徹底する。 

  ②個人面談 

実習開始前には実習担当教員による個人面談を行って次の点について確認し、必要に応じて個

別指導を行う。 

Ａ．実習生としての自覚、実習に対する意欲、積極性などの個性の把握 



35 

 

Ｂ．事前学習の状況、感染予防対策などの準備状況の確認 

Ｃ．実習に対する質問、相談事項 

実習終了後は、実習で学んだことの情報交換と課題の提示を行って、それぞれの実習施設また

はグループで学んだことの共有と課題の解決を図り、知識と技術の統合を図る。具体的には次の

内容を計画している。 

  ③実習報告会 

実習グループごとの報告（実習成果、問題点、今後の課題等）を通じて、実習での学びを学生

同士で共有する。また、次の実習に向けての課題を明らかにし、準備学習に取り組ませる。 

  ④実習後の個人面談 

実習後のフィードバックの機会として教員による個人面談を行う。面談ではそれぞれの学生の

学習内容と目標の達成度、評価、課題を明らかにし、その課題に取り組んでいけるように支援す

る。その際、各学年の実習の成果や課題が翌年度の実習に生かされるよう配慮する。 

また、実習に対する取り組み方や心理的負担などにより、継続的な指導が必要な場合は次の実

習担当教員に引き継ぎを行う。 

 

（７）実習施設における指導者の配置計画 

各実習施設には、実習分野の資格（看護師、保健師等）をもつ指導者をグループごとに最低１

人を配置するよう依頼する。臨床経験が豊富で、可能な限り実習指導者養成講習会もしくは研修

会を受講した看護師を中心に指導を依頼する。実習指導者養成講習会もしくは研修会を受講した

看護師がいない場合は学校側の実習責任者と実習施設側の責任者とが協議し、学生を指導するこ

とができると認められる看護師に担当を依頼する。その場合は、事前に実習施設と協力して本学

の臨地実習委員会が研修会を実施し、実習指導の質を保つ。 

 

（８）成績評価体制及び単位認定方法 

  ①各施設の指導者と大学側の指導者との評価方法・連携 

臨地実習の成績評価は、各科目の実習担当教員と臨地実習指導者の意見を加味し、本学の単位

認定者である実習責任者（教授）が評価する。評価は、各実習科目の実習目標に照らし、実習内

容の到達度、実習態度から総合的に行う。 

  ②大学における具体的な成績評価体制、単位認定方法・基準 

・実習の成績評価の基準は、Ａ：80点以上、Ｂ：70～80点未満、Ｃ：60～70点未満、Ｄ：60

点未満（不合格）である。 

・単位認定は秀明大学学則及び看護学部履修規定に準ずる。 

・単位の認定は実習科目毎に行う。 

・出席が実習時間の4/5に満たない場合は、単位認定を受けることができない。 

・成績評価の結果、不合格となった場合、その科目を再履修しなければならない。 

 

（９）実習指導体制と方法 

①各班のスケジュール表 

原則として、1学年80人を10の班に分け、1班あたり8人とする。各班の全体スケジュール

は【資料33】臨地実習計画表のとおりである。 

②担当専任教員及び助手の配置と指導計画 

  担当専任教員及び助手の配置と指導計画は【資料38】のとおりである。教員及び助手は、1人

につき 1～2 つの実習班を担当し、臨地における学生の学びが深まるようにきめの細かい指導を

行う。実習中の指導教員は原則、実習生とともに実習施設に赴いて指導に当たるが、1年次の「基

礎看護学実習Ⅰ」「公衆衛生看護学実習Ⅰ」の見学実習および3年次の「在宅看護学実習」を行う

訪問看護ステーションと4年次の「公衆衛生看護学実習Ⅱ」の実習先である各市保健センターは

1 度の実習で受け入れることができる実習生が 2 人程度であり、実習施設の数が多くなるため、
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巡回指導とする。また、実習指導の教員が同時に授業を担当する場合は、無理のない時間割を組

むこととする。実習期間の教員配置と時間割モデル【資料45】  

③助手及び非常勤助手の採用基準、実習指導における役割、専任教員との連携体制等 

Ａ．採用基準 

学位は学士以上とし、看護師として該当する看護領域での実務経験が3年以上あり、看護師

の養成に意欲と関心を持つ者とする。なお、母性看護学は助産師、公衆衛生看護学は保健師の

資格を有する者とする。看護学生の実習指導を行った経験を持つことが望ましいが、ない場合

は学内ならびに実習施設での研修を必ず受けることが採用の条件である。 

Ｂ．実習指導における役割 

助手は専任、非常勤を問わず当該分野の教員の指導のもと班を担当して学生の指導を行う。

助手が行う実習指導の責任はその指導を担当する責任教員である。 

   Ｃ．専任教員との連携体制 

助手は、指導の際は学生にとって教育上の不公平がなく、実習の質が確保されるよう、実習

中は常に教授・准教授または講師と十分連携しなければならない。    

④各段階における学生へのフィードバック、アドバイスの方法等 

実習終了後は、実習報告会を開き、実習で学んだこと（実習成果、問題点、今後の課題等）を

共有する。そして次の実習に向けての課題を明らかにし、準備学習に取り組ませる。その際、各

学年の実習の成果や課題が翌年度の実習に生かされるよう配慮する。 

また、実習後、個々のフィードバック、アドバイスの機会として実習担当教員による個人面談

を行って、それぞれの学生の学習内容と目標の達成度、評価、課題を明らかにし、学生がその課

題の解決に主体的に取り組んでいくよう支援する。実習に対する取り組み方や心理的負担などに

より、継続的な指導が必要な場合は次の実習担当教員へも引き継ぎを行う。 

⑤学生の実習中、実習後のレポート作成・提出等 

実習中ならびに実習後には次の記録、レポートの作成を学生に課す。 

・実習記録（毎日） 

・実習後のレポート 

実習記録は指導担当教員に提出、その指導を受ける。 

実習後のレポートは科目責任者の指示のもとに定められた期限までに提出する。 

 

（10）大学と実習施設との連携体制と方法 

  ①実習前、実習中、実習後等における調整・連携の具体的方法 

「（４）実習先との連携体制」で述べたとおりである。 

実習前と実習後は実習指導者会議を開催して連携を図る。実習中は、教員と実習指導者が毎日

行う打ち合わせによって学生の実習状況を把握しながら指導に当るとともに、ヒヤリハット・イ

ンシデント・アクシデントについて常に把握し、その防止と対応に当る。 

②各施設での指導者の配置状況と連携会議等の開催計画 

    各施設での指導者の配置状況は「（7）実習施設における指導者の配置計画」で述べたとおりで

ある。 

    連携会議等の開催計画は「（4）実習先との連携体制（連絡体制、実習の達成目標等の共有方法、

研修会の実施等）」で述べたとおりである。 

③実習施設が専門学校の実習も受け入れている場合、実習目標や実習内容等、大学教育としての実

習の質の確保に関する具体的な配慮方策 

    実習施設が専門学校の実習も受け入れている場合、本学の実習目標や実習内容と専門学校の実

習目標や実習内容の違い等を事前に検討する。その上で、本学の実習目標が達成できるように、

実習施設の看護職員に実習目標・実習内容について説明し、理解を深めてもらい、実習の質が確

保できるように調整する。 

④緊急時の連絡体制等 
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万が一、インシデント、アクシデント（事故）が発生した場合は、インシデント発生時の報告

ルート、アクシデント（事故）発生時の報告ルートおよび実習施設の規定に従い、その指示に基

づいて適切に対処する。 

学生と教員はインシデントレポート・アクシデント報告書を速やかに作成し、大学に提出する。

臨地実習委員会は再発防止のための対策案を作成し、学部長に提出する。 

 

（11）教育課程と指定規則等との対比表 

 

本学看護学部（看護師課程）、同（保健師課程）と看護師学校養成所指定規則、保健師学校養成所指定

規則との対比は別紙の通りである。【資料46】指定規則との対比表 
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１１．企業実習や海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具体的な計画 

 

（１）実習先の確保の状況 

看護学部の学生は、2年次の7月末、語学研修を中心とした2週間のイギリス研修を行う。留学

先はChaucer College Canterbury（チョーサー・カレッジ・カンタベリー）で、宿泊場所はその学

生寮である。本学とChaucer College Canterburyは、【資料47】のとおり、交流に関する相互協力

包括協定書を締結している。この協定に基づいて、すでに本学の学校教師学部、総合経営学部、英

語情報マネジメント学部、観光ビジネス学部の学生が留学しているが、このたびの看護学部の2週

間の留学受入れについても新たに承諾書を得ている。【資料48】 

   Chaucer College Canterburyは語学学校であり、平成20年、イギリス国内において教育機関評

価認定を行なう組織の一つであるBAC (British Accreditation Council)により認可を受けている【資

料49】。さらに、イギリスの制度が変わり、教育機関評価認定を行う組織がBritish Council（ブリ

ティッシュカウンシル)となったが、平成25年にはそれによっても認可を受けた【資料50】。また、

【資料51】のとおり、平成27年8月には事前連絡なしに行われるスポットチェック監査でも合格

し、イギリスの制度に基づいた正式な教育機関としての質を十分備えている。  

【Chaucer College Canterbury住所】 University Road, Canterbury,Kent,CT2 7LJ England 

【Chaucer College Canterbury ホームページ】https://www.chaucercollege.co.uk/canterbury/ 

 

（２）実習先との連携体制 

   すでに「２．学部・学科等の特色」の（２）で述べたとおり、留学先である Chaucer College 

Canterbury には本学の学生だけでなく、系列の中学生、高校生も年間を通じて留学している。そ

のため、本学の英語情報マネジメント学部の教授と観光ビジネス学部の准教授が現地に常駐して、 

Chaucer College Canterburyのスタッフと緊密に連携を取って留学を運営している。 

 また、留学の際は必ず 2～4 人の専任教員が引率し、学生寮に宿泊して学生と寝食を共にして指

導に当っており、看護学部の場合も同様の体制を取る。Chaucer College Canterburyの教員も長年

にわたって本学の学生を指導しており、経験が豊富で安心である。 

 

（３）成績評価体制及び単位認定方法   

この留学は全員参加を原則とし、留学中に学んだ英文資料についてのレポートは 2 年次前期の

「看護英語リーディングⅠ」の成績評価の対象の一つとする。なお、経済的または健康上などの理

由から参加できない学生には、国内で同様の英文資料を読ませて提出させるレポートを成績評価の

対象の一つとし、不利益がないように配慮する。評価は「看護英語リーディングⅠ」を担当する教

授が行う。  
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１２．管理運営 

 本学は「秀明大学組織規程」に基づいて以下のとおり意思決定組織を整備し、権限と責任を明確にし

て教学面での管理運営を適切かつ機能的に行っている。 

【資料52】秀明大学組織規程 

 

（A）学長 

学校教育法第 92 条第 3 項「学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する」に基づき、本学の学長

は全ての校務において最終意思の決定権限を有するとともに責任を負っている。この学長のもとに幹部会、

教授会、各学部、教務部・学生部・就職部、各種委員会を置くとともに校務分掌によって専任教員が校務

を分担し、学長の指揮命令権に基づくガバナンス体制を整えている。 

なお、学校教育法施行規則の改正に伴い、学長は「秀明大学教授会意見聴取事項」、「秀明大学学生懲戒

規程」、「学生の願いによる休学、転学、留学、退学の取扱い」を定めている。 

【資料53】秀明大学教授会意見聴取事項 

【資料54】秀明大学学生懲戒規程 

【資料55】学生の願いによる休学、転学、留学、退学の取扱い 

 

（B）幹部会   

学長を補佐する機関として各学部長、教務・学生・就職の各部長、FD委員長に加えて、教員と事務職員

の協働ならびに理事会との連携を図る必要から事務局長が参加する幹部会を置いている。この幹部会は学

長が主催し、学長が最終意思の決定を行う上で必要な情報の収集や連絡・協議を行い、十分な意思の疎通

のもとに学長がリーダーシップを発揮することができる体制を整えている。 

 

（C）全学教授会ならびに学部会 

 学校教育法第 93 条ならびに「秀明大学教授会規程」に基づき教授会を置いている。全学教授会は学

長が毎月1回招集し、原則、教授が出席しているが、必要に応じて准教授以下の教員も招集することが

できる。全学教授会は教育研究に関して審議するもので、特に学生の入学、卒業及び課程の修了、学位

の授与その他教育研究に関する重要な事項で教授会の意見を聴くことが必要であると学長が定めた「秀

明大学教授会意見聴取事項」については必ず審議し、学長が決定を行うにあたり意見を述べる義務を負

っている。なお、ここで言う「審議」は決定権を持つものではなく、最終意思の決定権限は学長が有し

ている。学部会は各学部の教育研究に関して審議するもので、原則週1回、学部長が主催している。こ

の学部会には学部所属の教授だけでなく、全専任教員が出席することができる。学部会の審議結果は学

部長から学長に報告され、必要に応じて全学教授会、幹部会の審議を経て学長の最終決裁のもとに執行

される。 

 

（D）教職員連絡会 

 学長を最終意思の決定者とする管理運営体制の確立とともにその円滑な機能を目的として教職員連絡

会を開催している。学長が主催し、原則月1回開催するこの教職員連絡会は、学長はじめ幹部教職員が

全教職員に対して連絡を行う場であって審議機関ではないが、十分な意思の疎通と共通理解のもとに学

長がリーダーシップを発揮するうえで大きな役割を果たしている。また、教員だけでなく事務職員も参

加することから両者の協働体制の確立にも大きな役割を果たしている。 

 

（E）各種委員会 

 本学では学長のもとに各種委員会を置いている。委員会は学長の校務執行を補佐するもので、入試委員

会、FD委員会、学生委員会、教養教育委員会、国際交流委員会など、主に教育と研究の質の向上、学生の

厚生補導を目的として置かれている。その活動は委員長から学長に報告され、学長の決裁のもとに運営さ

れている。 



40 

 

 

 

秀明大学管理運営ならびに校務執行体制図 
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１３．自己点検・評価 

 

（１）自己点検・評価員会 
本学の自己点検・評価は、【資料56】「秀明大学自己点検・評価に関する規程」の第2条に定め

る「秀明大学自己点検・評価委員会」が中心となって行う。委員会は、学長（委員長）、FD委員

長（副委員長）、各学部長、入試委員長、教務部長、学生部長、就職部長、図書館長、秀明 IT教

育センター長、事務局長、その他、委員会が必要と認めた者から構成されている。 

 

（２）点検・評価項目 

自己点検・評価の項目は、「秀明大学自己点検・評価に関する規程」の第5条に以下のとおり定

めている。 

    ①大学の理念・目的および学部等の使命・目的・教育目標 

②教育研究組織 

③学士課程の教育内容・方法等 

④学生の受け入れ 

⑤教育研究のための人的体制 

⑥施設・設備等 

⑦図書館及び図書等の資料、学術情報 

⑧社会貢献 

⑨学生生活 

⑩管理運営 

⑪財政 

⑫事務組織 

⑬自己点検・評価 

⑭情報公開・説明責任 

 

（３）PDCAサイクルに基づく自己点検・評価 

毎年度の自己点検・評価活動は、PDCA サイクルに基づくもので、年度初めの「経営方針案」

と年度末の「経営方針の結果検証報告」によって行われる。 

年度経営方針案は、各学部、教務部、学生部、就職部、FD委員会、入試運営委員会、秀明 IT

教育センター、英語教育センター、教職支援センター、各学年会、学校教師学部各専修、外国人

留学生担当、学生寮がそれぞれ作成する。その内容は、中期目標・計画に基づく各部署の年度目

標、具体的計画、過去の点検評価に基づく改善点などをまとめたものである。 

年度末には各部署の責任者が、年度初めの「目標や計画」がどの程度達成されたかを検証して

「経営方針の結果検証報告書」としてまとめ、学長に提出している。さらに、この検証結果を翌

年度の経営案に反映（活用）することで本学のPDCAサイクルは機能している。 

 

（４）専任教員が作成する年度末業務引継書 

各専任教員は年度末に「年度末業務引継書」を作成し、学部長等の幹部責任者が点検し、前述

の「経営方針」ならびに「経営方針の結果検証報告」における教学面での基礎資料となっている。 

その内容は以下の通りである。 

①授業・ゼミ指導の記録（シラバス、教科書・教材・レジュメ、テスト、成績評価資料、授業

改善アンケート結果と対応、その他） 

    ②担任業務の記録（学生指導記録） 

    ③研究活動の記録 

    ④校務分掌等、本学への貢献記録 
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    ⑤社会貢献の記録 

以上のとおり、本学の自己点検・評価活動は全学体制となっており、大きな特色となっている。 

（５）自己点検・評価結果の公表 

2006（平成18）年度から自己点検評価活動を開始し、2008（平成20）年度には公益財団法人日

本高等教評価機構による大学機関別認証評価を受審した。2009（平成21）年3月に「適合」の認定

を受け、その結果をホームページ上で公表した。その後も自己点検評価活動を継続し、その結果を

「2010（平成22）年度秀明大学自己点検評価報告書」としてまとめ、2011年度に本学ホームペー

ジ上で公表した。 

さらに2015（平成27）年には2度目となる公益財団法人日本高等教育評価機構の大学機関別認

証評価を受審し、「適合」の判定を受けた。2016年4月よりその結果を「秀明大学自己点検報告書」

とともにホームページ上で公表する予定である。 

【資料57】平成27年度大学機関別認証評価 認定証 日本高等教育評価機構 
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１４．情報の公表 

（１）教育研究活動等の情報の公表 

学校教育法第 113 条、学校教育法施行規則第 172 条の 2（教育研究活動等の情報の公表）ならびに

【資料 58】「秀明大学情報公開規程」に基づいて、本学の教育研究上の目的ならびに教育研究活動の状

況など本学に関する基本情報を広く社会に公表している。 

公表の方法は、大学案内や学内誌『秀明』、『秀明大学紀要』などの刊行物のほか、受験生・在学生な

らびにその父母、高校関係者をはじめ広く社会一般に公表することが可能な本学ホームページ上に「各

種情報公開」のページを設け、以下の情報を分かりやすく一括して公表している。看護学部においても

同様に積極的に情報を公開する予定である。 

情報公開トップURL http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/index.html  

HOME > 大学案内 > 各種情報公開 

 

  
公 開 内 容 

ホームページURL 

ア 
大学の教育研究上の

目的に関すること 

建学の精神・校訓 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/spirit.html 

大学の目的（学則第1条）、教育目標 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/mission/index.html 

学校教師学部の目的 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso01.pdf 

総合経営学部の目的 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso01.pdf 

英語情報マネジメント学部の目的 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso01.pdf 

観光ビジネス学部の目的 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso01.pdf 

イ 
教育研究上の基本組

織に関すること 

学部・学科・課程等の名称 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso01.pdf 

付属施設 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/affiliate.html 

ウ 

教員組織、教員の数

並びに各教員が有す

る学位及び業績に関

すること 

各学部専任教員数一覧 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso15.pdf 

教員が有する学位及び業績一覧 

http://www.shumei-u.ac.jp/faculties/staff_detail.html 

エ 

入学者に関する受け

入れ方針及び入学者

の数、収容定員及び

在学する学生の数、

卒業又は修了した者

の数ならびに進学者

数及び就職者数その

他進学及び就職等の

状況に関すること 

学校教師学部入学者に関する受入れ方針及び入学者の数 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso06.pdf 

総合経営学部入学者に関する受入れ方針及び入学者の数 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso06.pdf 

英語情報マネジメント学部入学者に関する受入れ方針及び入学者の数 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso06.pdf 

観光ビジネス学部入学者に関する受入れ方針及び入学者の数 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso06.pdf 

各学部の収容定員及び在学する学生の数 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso06.pdf 
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各学部の卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他

進学及び就職等の状況に関すること 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/sinrojyoukyou2014.pdf 

 

オ 

 

授業科目、授業の方

法及び内容並びに年

間の授業の計画に関

すること 

学校教師学部カリキュラムポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/curriculum_p.pdf 

総合経営学部カリキュラムポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/curriculum_p.pdf 

英語情報マネジメント学部カリキュラムポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/curriculum_p.pdf 

観光ビジネス学部カリキュラムポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/curriculum_p.pdf 

学校教師学部教育課程表 

http://www.shumei-u.ac.jp/faculties/edu/curriculum.pdf 

総合経営学部教育課程表 

http://www.shumei-u.ac.jp/faculties/business/curriculum.pdf 

英語情報マネジメント学部教育課程表 

http://www.shumei-u.ac.jp/faculties/english_it/curriculum.pdf 

観光ビジネス学部教育課程表 

http://www.shumei-u.ac.jp/faculties/tourism/curriculum.pdf 

シラバス 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/shirabasu2015.pdf 

カ 

学修の成果に係る評

価及び卒業または修

了の認定に当っての

基準に関すること 

秀明大学成績評価基準 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso08.pdf 

秀明大学学位授与の方針 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/diplomacy.pdf 

秀明大学学位規程 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/degrees.pdf 

学校教師学部ディプロマポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mokuteki.pdf 

総合経営学部ディプロマポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mokuteki.pdf 

英語情報マネジメント学部ディプロマポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mokuteki.pdf 

観光ビジネス学部ディプロマポリシー 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mokuteki.pdf 

キ 

校地校舎等の施設及

び設備その他の学生

の教育研究環境に関

すること 

教育研究環境に関する校地、校舎等の施設設備 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso03.pdf 

動物実験規則 

http://www.shumei-

u.ac.jp/university/info/animal_experimentation.pdf 
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ク 

授業料、入学料その

他の大学が徴収する

費用に関すること 

 

秀明大学学納金等一覧 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso11.pdf 

  

ケ 

大学が行う学生の修

学、進路選択及び心

身の健康等に係る支

援に関すること 

秀明大学奨学金制度 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kiso10.pdf 

コ その他 

教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mokuteki.pdf 

学校教師学部設置認可申請書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/plan.pdf 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/curriculum.pdf 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/application.pdf 

総合経営学部設置認可申請書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/plan_s.pdf 

英語情報マネジメント学部設置届出書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/plan_e.pdf 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/application_e.pdf 

観光ビジネス学部設置届出書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/plan_k.pdf 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/curriculum_k.pdf 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/application_k.pdf 

学校教師学部履行状況報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/execution.pdf 

観光ビジネス学部履行状況報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/execution2.pdf 

平成22年度自己点検評価報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/examine2011.pdf 

平成26年度自己点検評価書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/examine2016.pdf 

平成21年度機関別認証評価（日本高等教育評価機構の評価） 

評価の内容 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/hyoka_naiyo2010.pdf 

自己評価報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/jikohyoka2010.pdf 

平成27年度機関別認証評価（日本高等教育評価機構の評価） 

評価報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/about/hyoka_houkoku2015.pdf 

自己評価報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/about/jikohyoka2015.pdf 
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（２）寄附行為、学則、各種計画・報告書、財務情報の公開 

上記のほか、寄附行為、学則、中期計画、事業計画、事業報告のほか、「私立学校法の一部を改正す

る法律（平成 16 年法律第 42 号）」の趣旨に基づき、財務情報の公開を以下のとおりホームページ上

で行っている。 

HOME > 大学案内 > 各種情報公開 > 寄附行為、学則、各種計画・報告書、財務情報 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/finance.html 

 

 公 開 内 容 

ホームページURL 

寄附行為・学則 

寄附行為 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/kifu.pdf 

学則 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/regulation2015_04.pdf 

各種計画・報告書 

中期目標と計画 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mplan.pdf 

中期目標と計画の進捗状況 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/mplan_progress.pdf 

事業計画書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/keikaku2015.pdf 

事業報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/info/report26.pdf 

財務情報 

資金収支計算書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/shikinshushi2015.pdf 

消費収支計算書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/shouhishushi2015.pdf 

貸借対照表 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/taishakutaisho2015.pdf 

財産目録 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/zaisanmokuroku2015.pdf 

監査報告書 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/kansahoukoku.pdf 

財務の概要 

http://www.shumei-u.ac.jp/university/zaimujyouhou.pdf 

 

 

 

 

 

 

 



47 

 

１５．教育内容等の改善を図るための組織的な取り組み 

  本学園では教育内容等の改善を図るため、本学園が設置する全ての学校の教職員が参加する研修会

を毎年定期的に開催している。 

また、本学では規程に基づいて学長が指名する教員によって構成されるＦＤ委員会が中心となり、

全学体制で教育内容等の改善を図るための活動に取り組んでおり、看護学部においても同様に実施す

る。 

  

 （１）学園全体の研修会 

   ①辞令交付式研修会 

     年度初めの辞令交付式では、辞令交付後、法人が設置する中学・高等学校の専任教職員が合

同で研修会を実施する。全体会では法人理事長、各学校の教学責任者（学長、学校長）から現

状と年間目標・課題・計画についての話があり、教職員の共通理解を図っている。その後の分

科会では模擬授業研修や事例やテーマに基づく研修・討議を行い、教育方法の研究や指導技術

の向上、教育研究活動の発表や現状における問題の解決策の検討を行い、教育研究活動の向上

を図っている。ほとんどの分科会を中学、高校、大学の教員が合同で行う点が大きな特色とな

っている。 

   ②新任教職員研修会（専任・非常勤） 

     毎年度、専任、非常勤を問わず新採用教職員を対象に研修会を実施する。建学の精神、教育

目的と方針、厳正な授業の実施（シラバスに基づく 15 回の講義と学生による講義外の自主学

修指導）、授業方法と管理、出席管理、成績評価、生徒・学生指導の基本、服務規律などがその

内容である。 

   ③夏期研修会 

     辞令交付式研修会と同様に法人が設置する中学・高等学校の専任教職員が合同で研修会を実

施する。全体会では、教育時事に関するテーマに基づく講演や発表を行い、その後の分科会は

辞令交付式と同様に模擬授業研修や事例やテーマに基づく研修・討議を行い、教育方法の研究

や指導技術の向上、教育研究活動の発表や現状における問題の解決策の検討を行う。中には、

辞令交付式で取り上げたテーマについてその後の報告をするなど継続的な研修も行っている。 

   ④公開授業研修会 

     毎年11月、法人が設置する秀明中学・高等学校、秀明英光高等学校、秀明大学学校教師学部

附属秀明八千代中学校・秀明八千代高等学校、秀明大学の一つを会場として公開授業研修会を

実施している。したがって、4 年に 1 回、各部校は他の部校に対して授業を公開している。本

学は直近では平成25年度に学園の中高教員に対して公開しており、次回は平成29年度に実施

する予定である。 

     各部校の実際の授業を公開することにより、互いの現状理解や課題・問題点の指摘、優れた

授業方法の研修などを行うことにより、教育研究活動の改善と充実を図ることが狙いである。 

 

 （２）学内FD活動と業績評価 

①授業改善アンケートの実施とフィードバック 

教育研究活動の改善および水準の向上を図るための手段として、学生による授業改善アンケ

ートを全学部において実施し、その結果は非常勤講師を含めた全授業担当者にフィードバック

し、授業の改善に役立てている。 

授業改善アンケートは前期後期各2回ずつ（前期は5月と7月、後期は11月と2月）実施

する。前後期とも、第１回目のアンケート結果を受けて、残りの授業を改善していくことがで

きるよう 15 回の授業のうち 5 回目の授業が終了した時点で第 1 回目を実施し、2 回目は全授

業終了後に実施する。 

学生は、学内ポータルサイトである「Eキャンパス」を利用して匿名によりアンケートに回
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答する。担任が回答を促しているので、回答率は80％程度を維持している。 

     質問内容は以下のとおりである。それぞれに「良い」「普通」「悪い」の3段階で評価が行われ

ている。 

      １ 私語がなく、授業環境が良い。 

      ２ 教員の声や話し方は、明瞭で聞き取りやすい。 

      ３ 教科書・配布資料の利用が適切である。 

      ４ 授業に教員の誠実さや真剣さが感じられる。 

      ５ 授業の内容に興味、関心が持てる工夫がされていた。 

     上記の評価以外に、自由にコメントを書くこともでき、将来教師を目指す学校教師学部の学

生はとても厳しい目で授業を観察している。授業改善アンケートの集計結果は、非常勤講師を

含む全教員に配布され、学生にはEキャンパスを通じてフィードバックを行うと共に、授業時

に担当教員から改善に向けての説明も行なっている。 

アンケート結果集計後、「悪い」が回答者数の１割を超えた授業や、改善を求めるコメントが

あった授業の担当者は、「授業改善アンケートの結果を受けて」をFD委員会に提出しなければ

ならず、そこにおいて反省点や、改善点を示さなければならない。また「悪い」の割合が回答

者の20％を超えた場合、その担当者は専任非常勤を問わず、所属学部長のヒヤリングを受けな

ければならない。このような取り組みの結果、アンケートの評価は毎回高い数値を維持してい

る。 

   ②全学教員研究発表会と『秀明大学紀要』の発刊 

教育研究活動の活性化のため、FD 委員会主催の「全学教員研究発表会」を実施している。

発表会では、教員が現在進めている研究内容、授業活動、教育実践などについての発表を行い、

全教員による質疑応答、意見交換を通して、教育研究活動の質の向上を目指している。 

この発表会での発表ならびに年度ごとの研究成果のうち、査読を受けて一定の評価を受けた

ものを『秀明大学紀要』として刊行している。 

   ③教育研究業績の評価と年俸への反映 

     本学は年俸制を導入しており、毎年度、年度末に教職員の業績評価を行い、次年度の年俸の

査定に反映させている。教育研究業績はその査定において重要な項目であり、教育研究活動を

充実・活性化させる要因の一つとなっている。 

④「秀明大学若手看護学部教員のためのＦＤガイドライン」 

若手教員の研究・教育能力を高め看護教員として育成するために、職位別ＦＤマップを作成し、

系統的にＦＤ活動を行う。【資料59】 
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１６．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

 

（１）教育課程内の取組について 

①社会的・職業的自立の基盤を基礎分野で修得 

    教育課程の基礎分野科目（全学総合基礎科目、共通科目、基礎科目）は、社会的・職業的自立の

基盤となる基礎的な知識・技能・態度と豊かな人間性を修得することを目的としている。そのため、

この分野には「国語表現法」「日本近代史」「日本現代史」「世界近現代史」「思想史総論」「心理学

総論」「法政治学総論」「経済社会学総論」などのほか、英語・情報リテラシー、教養数学、教養生

物学、総合教養演習など、いわゆる教養科目（人文、社会、自然）を配置している。このうち、「総

合教養演習」は看護学部の専任教員が担当する必修科目(1～3年次前期)で、初年次教育(アカデミ

ックスキルなどの修得)から看護職の理解(社会的使命・役割や必要となる資質・能力・態度等)、

看護職としてのキャリアプランニング能力などを身につけるものである。 

②「基礎看護学実習Ⅰ」をはじめ、臨地実習で職業的自立のための実践的な能力を涵養 

    専門分野Ⅰの「基礎看護学実習Ⅰ」(1年次配当)は、社会的・職業的自立のための導入科目であ

る。医療現場における見学を通して、看護職の役割や看護の実態、看護に関わる社会的情勢を理解

するととともに、看護職に対する興味関心を高め、職業選択に対する意識を涵養することが目的で

ある。 

また、領域ごとに実施する臨地実習は、看護現場における実習体験を通して、看護職として自立

するために必要な職業人としての自覚や態度、社会的責任と使命、職業倫理などを身に付けるとと

もに、看護職としての実践的な能力の養成を図ることとしている。 

 

（２）教育課程外の取組について 

①就職ガイダンス、 

  学生が就職活動への意識を高め、最善の就職活動が出来ることを目的として、やはり第一線で活

躍している企業マンによる就職ガイダンスを開催（後期）している。このガイダンスでは、必修科

目「教養総合演習」とリンクさせ経営系全学部の80％以上の学生が出席しており学生の就職に対す

る関心の大きさを示している。留学生の就職支援は国際交流センターが主体となって行っているが、

就職課との緊密な連携の下で日本人向けの支援とまったく同じ支援を受けることができるように

なっている。留学生固有の支援として東京外国人雇用サービスセンターの職員による外国人留学生

向け就職ガイダンスも実施している。就職課では、就職ガイダンスに出席できなかった学生を対象

に随時、小規模のものを実施している。 

②キャリアサポート講座 

就職指導・支援を一層充実したものにするため、毎週ハローワークの職員が来学して、具体的な

就職支援を提供している。また、様々な業界の実態を学生が学修できるように、第一線で活躍する

講師を招き、正規の授業として選択科目の「キャリアサポート講座」を開講している。2年生以降

の選択科目ではあるが、例年3年生の就職希望者の６割以上が受講し、キャリア教育の上で大きな

役割を果たしている。 

③インターンシップ 

本学では学生の社会的・職業的自立を支援するため一般企業でのインターンシップへの参加を

積極的に奨励し、職業体験の中で自分の適性や能力を早期の段階から自覚させ、その後の就職活動

の励みになるようにしている。対象の学生は2年～4年の希望者である。実習前には、インターン

シップ参加の心構えや、実習日誌の書き方などの諸注意事項の具体的な説明など、数回にわたり十

分な時間をかけた事前指導を行っている。  

また、本学では、いきなりインターンシップに参加することに抵抗がある学生のために、短期で

就業体験を味わうことができる職務体験という制度を設けている。期間は 1 週間で 1 年次から参

加することができる。看護学部の学生もこのインターンシップ、職務体験に参加できるようにする。 



50 

 

④学生委員会活動による社会的・職業的自立に必要な資質・能力の涵養 

本学の学生委員会は全学部の学生が参加する組織である。学生委員会は新入生歓迎会、大学祭、

スポーツデーなどの行事やサークル活動の運営などによって、社会的・職業的自立の基盤となる

計画性、自律性、協調性などを育成する場となっている。看護学部の学生もこれに参加する。 

 

（３)適切な体制の整備について 

    本学看護学部看護学科ではキャリア形成のため、適切な体制を整備して入学時から関連する保

健・医療・福祉機関の状況や看護職者に対する要望などを常に収集しながら、キャリア支援への活

用を目指す。 

①看護学部キャリア教育委員会 

社会的・職業的自立を図るために、看護学部にキャリア教育委員会を置く。看護学部キャリア教

育委員会は全学共通の就職支援センターと連携して、社会人としての資質を養うためのセミナー

やインターンシップのほか、看護師・保健師の仕事に関するガイダンスや現場で活躍する看護師、

保健師を招いての講演会、医療機関による採用説明会、国家試験対策指導など、年間を通じて進路・

就職指導及び相談活動を行い、社会的・職業的自立を支援する。 

②担任制 

本学の既存学部ではすべて担任制を導入しており、看護学部も同様に担任を置く。看護学部の専 

任教員が1年次から卒業まで担任となり、就職支援センターと連携しながら、初年時の適応指導、

学習支援，生活支援，国家試験対策支援，就職支援など社会的・職業的自立のための相談・指導を

継続的に行う。   

③就職支援センター 

    就職支援センターでは全学部の学生を対象にキャリア形成ならびに就職活動の支援を行ってい 

る。このセンターに看護学部専用コーナーを設け、職員1人を担当として進学・就職情報を随時提

供する。また個々の学生の相談に対応すると同時に、看護学部キャリア教育委員会、担任教員とも

連携してキャリア支援の体制を強化する。具体的な取り組みは以下の通りである。 

・社会人としてのマナーなどを身に付けるためのセミナー 

・国家試験対策支援 

・インターンシップ支援 

・就職、進学に対する情報提供 など 
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